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＊文部科学省
・いじめ防止対策協議会（平成28年度）（第8回）　配付資料（2月6日）
· 資料1　「いじめの防止等のための基本的な方針」（平成25年10月11日文部科学
大臣決定）の改訂について  （PDF:401KB） 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/124/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2017/02/08/1381951_001_1.pdf
· 資料2　いじめの重大事態の調査に関するガイドライン（案）  （PDF:284KB） 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/124/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2017/02/08/1381951_002_1.pdf
· 資料3　「いじめ防止対策推進法の施行状況に関する議論のとりまとめ（平成28年
11月2日いじめ防止対策協議会）」の対応整理  （PDF:214KB） 　　　　　　　　
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/124/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2017/02/08/1381951_003_1.pdf
・学校教育法施行規則の一部を改正する省令案並びに幼稚園教育要領，小学校学習指導要領案及び中学校学習指導要領案に対する意見公募手続（パブリック・コメント）の実施について（2月14日）
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/29/02/1382218.htm
・平成27年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」の確定値の公表について（2月28日）
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/29/02/1382696.htm
＊朝日新聞
・長時間ネット使う子、イライラ傾向　勉強への自信も低下（2月5日）
　スマートフォンなどでインターネットに長時間ふれている子どもほど日常的にイライラし、勉強への自信がなくなる――。こんな傾向が近畿ブロックＰＴＡ協議会と研究者の調査でわかった。研究者は「深刻で放っておけない状況だ。子どものネット依存の実態を大人がきちんと知るべきだ」と話している。
　調査は昨年１１月、近畿のＰＴＡ（６府県と３政令指定市）が抽出した小中学校に依頼して実施。小中学生計５６９５人の回答を竹内和雄・兵庫県立大准教授（生徒指導論）の研究室で分析した。
　スマホやゲーム機などを通じたネット接続時間を聞いたところ、１日に「３時間以上」と回答したのは、小学生１３・２％、中学生２６％。「３時間未満」は小学生７２・０％、中学生６２・７％で、「接続しない」は小学生１４・８％、中学生１１・２％だった。調査では３時間以上をネット依存の状態とみなした。
　イライラすることの頻度を聞いた質問で、「よくある」を選んだのは、「３時間以上」の子が２２・４％、「３時間未満」が１５・１％、「接続しない」が１４・０％。勉強への自信を聞いた質問で「自信がない」と答えたのは、「３時間以上」の子が３８・１％、「３時間未満」が２２・７％、「接続しない」が２２・０％だった。
　ネットで知り合った人と実際に会ったことがあるかを聞いた質問で「ある」と答えたのは「３時間以上」が１６・８％で、「３時間未満」が６・４％だった。
　竹内准教授は「ネット依存の子どもほど社会性や学力が身につきにくく、犯罪に巻き込まれる危険性も高まる。子どもが納得できるネット使用のルールを大人が関わりながらつくる必要がある」と話す。
　調査結果は４日に大阪市内で開かれた「関西スマホサミットｉｎ大阪」で示された。サミットには近畿６府県内の小中学生や保護者ら４５０人（主催者発表）が参加。ネットの危険性と適正な使用のあり方を話し合った。
http://www.asahi.com/articles/ASK235RZHK23PTIL01W.html?iref=comtop_list_edu_n04
・ＬＧＢＴへの理解、教員模索　日教組教研集会（2月9日）
　同性愛者や心と体の性が一致しない人など性的少数者（ＬＧＢＴ）への理解を広げようと、学校現場で模索が続いている。性の悩みを抱え保健室を訪れる子どもの姿や、当事者を招いた授業の取り組みなどが、３～５日に新潟県であった日本教職員組合の教育研究全国集会で紹介された。
　昼休みに保健室によく来ていた高校１年の男子が、ある日突然言った。「僕、いつか女の子になりたいんです」――。
　新潟県で養護教諭をしている３０代女性は、これまでに勤務した中学や高校の保健室で出会った「性」に悩む生徒たちの姿を報告した。「学校現場ではＬＧＢＴの認知や理解はまだまだ進んでいない。具体的な事例を知ってもらうことで、身近な生徒の悩みに気づくきっかけになれば」との思いからだ。
　「女の子になりたい」と話した男子は、将来への不安を抱えていた。この教諭は「よく話してくれたね」と、受け止めるのに精いっぱいだったという。
　中学２年の女子は保健室でＬＧＢＴの本を読み、「私、これです」と言った。集団が苦手で学校ではトイレの個室にこもることが多かった。「トイレが一番落ち着く」と話していた。
　ＬＧＢＴの本を読んでから、自分の性への違和感を語り始めたという。「制服のスカートが嫌」「男に生まれたかった」……。ただ、学校生活で困っていることを聞くと「特にない」とも言っていた。今は元気に高校に通っているという。
　健康診断で上半身裸になった時、脱いだ体操着で胸を隠し、身を縮めるようにして椅子に座っていた中学１年の男子の姿も、強く印象に残っている。
　この教諭がこうした生徒と接して思ったのは、生徒によって自分の性への違和感などの程度は違うということだ。時間が経って変わることもある。ただ、少なくとも「性」への悩みは抱えていた。そうした子に向き合う時には、ＬＧＢＴへの理解が不可欠だと実感している。
　「『変わった子』『わがままで困った子』と思ってしまわないために、知識は必要。子どもたちの本当の悩みに気づき、受け止められるよう、教職員は理解を深める必要がある」
■「いろんな家族あっていい」　授業に当事者　多様性を考える
　長崎市立鳴見台小学校の西川操先生（５３）は、性的少数者の２０代の当事者を講師として招き、家族などについて考えた授業を、教研集会向けのリポートにまとめた。
　一昨年１２月、２年生のクラスで、初めて当事者を招いて授業をした。テーマは「多様な家族」。「大人２人、子ども１人」を１組として１２組が描かれた絵を児童に渡す。大人の組み合わせは男性と女性、男性と男性、年配の女性と女性など様々。「この中で『家族としてＯＫ』を探し、絵にマルをつけて」と西川先生。
　最初は二つか三つしかマルがつかなかった。でも、２人１組で話し合う時間を持つと、マルが増えた。その後、全体でマルの理由を説明しあうと――。
　「お父さんが死んでおじいちゃんとお母さんだけ」「離婚して父母どちらかと祖父母どちらかもある」。男性同士にマルをした子は「友だち同士で住んでもいい」。周囲の子たちが次々にうなずいたという。
　結局、１２組はすべてマルになった。オス同士のペンギンがひなを育てる絵本を朗読したり、同性の人を好きになる人もいるという講師の話を聞いたりして、授業は終了した。
　西川先生はこう話す。「子どもたちは自由な考えが好き。だから、どんな家族があってもいいという授業で、生き生きしているように見えた」
　文部科学省は一昨年、性同一性障害など性的少数者の子どもに対し、学校がきめ細かく対応するよう求める通知を、全国の教育委員会などに出した。同校では、職員室の黒板に書く児童の出席数の男女別をなくし、合計の人数だけにしてみたりといった試みもしているという。
http://digital.asahi.com/articles/ASK23727ZK23UTIL04L.html?rm=323
・ＪＫビジネスで補導の１０代、「性行為やむを得ぬ」３割（2月17日）
　警視庁は、女子高生による接客などを売りにする「ＪＫビジネス」で勤務経験がある少女たちへのアンケート結果を公表した。家庭や学校に不満がない「普通の女の子」たちの多くが、金銭目的でＪＫビジネスに関わっていた実態が明らかになった。
　少年育成課は、昨年６～７月に児童福祉法違反などで摘発した都内のＪＫビジネス２店舗に勤務した１５～１７歳の少女４２人に聞き取り調査を行った。いずれも警視庁が補導し、現役高校生が７割に上った。
　４２人のうち、約半数が勤務を通じて、客との性行為の経験が「ある」と回答。見知らぬ客と性行為をすることについて「場合によってはやむを得ない」と回答した人は２８％にのぼり、抵抗感の希薄さが浮き彫りになった。
　家庭での生活に満足していると答えた人は全体の６６％を占め、学校生活に満足している、とした人も全体の３３％いた。
　勤務のきっかけは、友人からの紹介が６６％と最多。７割は、家庭で小遣いをもらっていなかった。お金が必要な理由では、アイドルの追っかけなどでライブチケットを購入するための遊興費や、洋服や化粧品を買うため、との回答が多かった。１カ月あたりの勤務収入は、１０万円未満が最多だが、５０万円以上の収入を得ていた少女も１割いた。
　同課は「安易な考えで、ごく普通の子がＪＫビジネスで働いている。ストーカーや性犯罪の被害に遭う可能性もあり、楽観的にとらえないで欲しい」と注意を呼びかける。今回の調査結果を教育機関やＰＴＡ組織に提供し、生徒指導に役立ててもらう予定だという。
■１８歳未満　異性への接客禁止　警視庁、規制条例めざす
　東京・秋葉原などにあるＪＫビジネス店の実態把握や、性的サービスの提供を防ごうと、警視庁は規制条例の成立を目指している。２２日開会の都議会に条例案を提出する。
　「特定異性接客営業規制条例案」で、異性の客に店舗で接客する「リフレ」や、同伴する「散歩」など五つの営業形態に分類。その上で、女子高生をイメージさせるような宣伝をする店で、１８歳未満の少年少女が異性の客に接待する行為を禁じる。
　また、ＪＫビジネスの店舗を届け出制にして、立ち入り検査ができるようにする。従業員名簿の作成も義務づける。違法な営業実態があれば、都公安委員会が営業停止処分にすることができる。
　生活安全総務課によると、都内には昨年末現在で秋葉原地区を中心に、１９０店舗のＪＫビジネス店が存在するという。警視庁は２０１２年以降、労働基準法違反などの疑いで３２店舗５５人を検挙し、働いていた１５～１９歳の少女９０人を補導していた。ＪＫビジネス店では「裏オプション」と称した性的サービスが横行し、売春などの温床になる可能性があるとして、同庁は規制強化を検討していた。（阿部朋美）
■ＪＫビジネスの店舗があった方がいいか（回答と理由）
【ある方がよい】３１％
・援助交際より危険じゃないから安心。店長が近くで様子を見てくれる
・お金が必要な子にとっては、ある方がよい
・法で認められている店で働く分には、よいと思う
【ない方がよい】５７％
・このような店がなくなれば、働かない
・場合によっては殺されるかもしれない
・店があるから女の子もバイトをして（性行為などの）裏オプションをしてしまうし、客も寄ってくる
（警視庁のアンケートから）
http://digital.asahi.com/articles/ASK2H51V1K2HUTIL01R.html?rm=369
・運転時は「子ども目線」を　飛び出し多く、動き予測不能（2月19日）
■小さないのち　道に潜む危険
　小学１年生の交通事故が多い理由を探ると、発達に応じた子どもの特性と事故との関わりが見えてくる。
　「ひやっとするのは子どもの飛び出しです」。東京都江戸川区で通学路の見守り活動をしている高村ヒデさん（７１）は話す。
　特に危ない、と感じるのは小学１年生が学校に慣れ始めたころ。信号待ちの間にふざけて押し合う子もいて、車道から離れて待つように呼びかけている。青信号になった直後、左右を見ずにそのまま突っ切ろうとする子もいるという。
■飛び出して死傷、小１の３７％
　交通事故総合分析センターの２０１５年までの５年間の集計では、低学年ほど飛び出しや横断中の事故が多かった。歩行中の死傷者のうち、飛び出しは小１で３７％、小６で２８％だった。最近は車や人をカメラなどで感知して車を止める自動ブレーキの開発も進む。ただ、自動車事故対策機構によると、急な飛び出しだと反応が間に合わない場合があり、日没のころの薄暗い時間帯は歩行者をカメラがとらえにくいという。
　日本自動車研究所の大谷亮・主任研究員（交通心理学）は「子どもの動きの予測は難しいので、通学路のように飛び出してきそうな場所は心構えをして運転してほしい」と話す。大谷さんによると、８歳くらいまでは興味のあるものに集中してしまい、予想の付かない動きをする「衝動的傾向」が特に強い。また、車が見通しの悪い交差点を曲がってきたり、物陰から出てきたりする「潜在的な危険」を予測する力も弱い。
　就学前は外出に大人が付き添うことが多い。小１にあたる時期は幼児期の特性が残るなかで、通学や外遊びで一人歩きが増え、事故に遭いやすい傾向がある。３年生より上になると、自分以外の視点から考えられるようになり、危険を見通す力もついてくるという。
　日本こどもの安全教育総合研究所の宮田美恵子理事長は「大人と子どもでは危険の見え方が違うことに気づいて欲しい」と話す。通学路を歩くワークショップ「親子まち歩き」を開いており、特に就学前の親子の参加を勧めている。
　昨秋、都内であった「まち歩き」で宮田さんが子どもと一緒に道を歩くと、子どもの背丈では植え込みや看板が遮り、車がよく見えない場所があった。身体を少し伸ばし、車が来ているか確認するよう子どもにアドバイスした。宮田さんは「具体的な体験をもとに危険を避ける力を身につけることが大切です」と話す。
http://digital.asahi.com/articles/ASK2L5R2KK2LUUPI005.html?_requesturl=articles%2FASK2L5R2KK2LUUPI005.html&rm=245
・子どもの「問題行動」にどう対処する？（2月20日）
　かんしゃく、文句、食べ散らかし、鼻ほじり……。虐待や場当たり的なしつけで心に傷を負っている子どもに起こりやすい「問題行動」にどう向き合えばいいのか。児童精神科医として児童相談所に４年間勤め、英国生まれの里親向けプログラムを日本に紹介した長野大の上鹿渡（かみかど）和宏准教授に心得を聞きました。
　子どもには子どもの理屈やニーズがあり、子どもなりに対応に困ったとき、「問題行動」につながります。大人がそれを無視して接すると摩擦が起こります。大切な一歩は、子どものサインを読み取ること。向き合うための基本技術を身につければ、関係は改善されていきます。
　英国生まれの里親向けプログラムがもとになっていますが、子どもの行動の奥を読み取り対処する方法として、里親以外の子育てにも多くのヒントがあると思います。
　どんな行動も「きっかけ→行動→結果」の３要素を含んでいます。まず特に改善したい「問題行動」を二つ選び、子どもがその行動を取るきっかけになった出来事、実際の行動、結果を１週間具体的に記録し、冷静に見つめてみましょう。
　■まず褒める
　子どもの否定的な面で悩んでいても、まず信頼関係を築くために良い面に着目します。特に虐待を受けた子の多くは褒められた経験がない。何を期待されているか学べるよう、具体的にすぐ褒めることが大切。褒めるところがないと思うときは「台所からおせんべい持ってきて」などと行動をしかけてください。「宿題できたけど３日もかかったのね」など、褒めるときに批判要素は入れないでください。
　■「問題行動」に注目しない（無視）
　暴力や万引きなど反社会的なこと以外で不適切な行動を取ったときは、注目しないでください。親から注目されるのは最大のご褒美。褒められるのも叱られるのも子どもには同義です。目を合わせず、話さず、触れない。掃除を続けたり、他の人と話を続けたりしてください。大人が冷静さを保つ助けにもなります。
　子どもは注目されようとして一時的にさらに悪い行動をとることもありますが、遅かれ早かれ、注目されなければ意味のないことだと気づいてやめます。問題行動をやめて次の行動に移った時は、すぐに「テレビ見てるんだ」などとその行動に注目し、声をかけてください。多くの行動をすべて無視したり、長時間無視したりするなど、罰としては使わないでください。
　■上手に指示
　保護を必要とする子の多くが一貫性のないルールのもとで育ち、良くない行動をしてもとがめられず、わがままにみえることがあります。子どもに通じるやり方で伝えることが大切。「お風呂の準備してくれない？」という質問のような指示はだめです。目を見て名前を呼ぶなど注意を引き、はっきり具体的に。ゲーム中でなく休憩のときなどタイミングも大事です。
■５人の里親の経験は？
　「僕はバカ。そんなの無理」「誰からも好かれん」
　福岡市の主婦北里聖子さん（５２）は５人の里親だ。中２の男の子（１４）が自尊感情が低く、何事にも消極的で、生活習慣も身についておらず、すぐすねて部屋の隅で動かなくなる行動に悩んでいた。
　昨夏、里親研修を受け、まずささいなことも褒めるよう心がけた。直接言うと最初は嫌がられたが、「弟の面倒みてくれたの。えらいでしょ」と夫の前で間接的に褒めるように。すると、男の子は自分から歯を磨くようになり、「みて！　これから歯磨き行くよ」と言うようになった。
　勉強が苦手で０点をとったことも。だが北里さんは、男の子が漢字を覚えるのが得意なことに着目。「覚えるのが天才ね」と家族全員で褒め続け、昨秋には８０点を取るまで伸びた。「やればできるね」が男の子の口癖になった。北里さんは「行動を評価してあげることで、見てほしい、他人と関わりたいという欲求が表現できるようになった」と話す。
　以前はすねると、「なんでそうなるの？　損するだけよ」とたたみかけるように注意していたが、注目しないようにした。問題行動が終わった後は蒸し返さない。男の子が落ち着いているときに「あの時はどんな気持ちだったの？」と対話を重ねた。すると一度すねても、気持ちを切り替えられるようになった。
　発達障害の男児（３）は突然パニックを起こすことがある。不安を小さくするため、何でも事前に丁寧に説明することを心がけた。外出時も「お出かけのときはママと手をつないで歩きます。もし守れないとすぐに家に戻ります」と説明しておく。すると、守れるようになった。
　買い物先でおもちゃが欲しくてかんしゃくを起こした時は、「次の買い物に行くよ」などと気をそらせ、「悲しかったんだね。もっとおもちゃを見たかったんだね」と感情を解説して伝えた。そのまま冷静に落ち着くのを待ち、静かになった時に、「ありがとう。静かにできたね」と褒めて行動を評価した。
　「子どもたちが変わったのが驚きです。イライラし、戸惑っていた私自身が、自信と余裕を持てるようになりました」と北里さんは話す。（山内深紗子）
《里親向けプログラムとは》
　英国生まれの里親向けプログラムはフォスタリングチェンジと呼ばれ、１９９９年に児童精神科医などが開発。里親と里子が良好な関係を築きながら、日常生活の中で起こる「問題行動」に向き合うための養育技術を身につける研修。英国では約１５０の自治体で採用されている。６～１０人の里親が２人の講師のリードで週１回３時間、１２回かけて学ぶ。家庭用ハンドブックとして「子どもの問題行動への理解と対応」（福村出版、本体１６００円）も出版されている。
http://digital.asahi.com/articles/ASK2M72LRK2MUBQU00K.html?rm=671
・強姦罪を「強制性交等罪」に変更、厳罰化の法案決定へ（2月21日）
　政府は、性犯罪を厳罰化する刑法の改正法案を３月上旬にも閣議決定する方針だ。強姦（ごうかん）罪の名称を「強制性交等罪」に変更。法定刑を引き上げるほか、男性が被害者の場合や、告訴がないケースでも罪に問えるようにする。開会中の通常国会に提出し、成立を目指す。成立すれば、性犯罪については明治時代の刑法制定以来の大改正となる。
　性犯罪の厳罰化をめぐっては、被害者やその支援者などの声を受け、法務省で検討を進めてきた。昨年９月には、法相の諮問機関「法制審議会」が、刑法の見直しを答申していた。
　現在の強姦罪の法定刑は「懲役３年以上」だが、見直しにより、殺人罪の下限と同じ「懲役５年以上」に引き上げられる。強制わいせつ罪とともに、被害者からの告訴がなくても立件できるようになる。
　「男性が加害者、女性が被害者」を前提としてきた「強姦」の考え方も変える。「性交に類似する行為」も対象に含め、性別を問わない「強制性交等罪」に名称を改めるという。これらの改正に合わせ、「集団強姦罪」は廃止される。
　また、家庭内での性的虐待などを処罰できるよう、親など生活を支える「監護者」が１８歳未満に対し、「影響力に乗じて」わいせつ行為や性交をしたことを罰する「監護者わいせつ罪」と「監護者性交等罪」を新設する。加害者による「暴行や脅迫」が成立の条件となるために被害者が「抵抗しなかった」と泣き寝入りしてきたケースが、処罰できるようになる見通しだ。（金子元希）
■性犯罪を厳罰化する改正法案の主なポイント
●被害者の告訴がなくても罪に問う
●強姦罪の法定刑を「懲役３年以上」から「懲役５年以上」に、強姦致死傷罪は「無期または懲役５年以上」から「無期または懲役６年以上」にする
●強姦罪を「強制性交等罪」に改め、被害者・加害者ともに性別を問わない
●「監護者わいせつ罪」と「監護者性交等罪」を新たに設け、生活を支える親などによる影響力に乗じた１８歳未満への行為を処罰する
http://digital.asahi.com/articles/ASK2F43Q3K2FUTIL00Z.html?rm=336
・子どもの貧困、どう支える　解決への一歩考えた（2月26日）
　生活が厳しい子どもたちを社会はどう支えるか。朝日新聞社はフォーラム「子どもと貧困～共有しよう、解決への一歩」を１１日、大阪市の朝日新聞大阪本社で開きました。「子ども食堂」「学習支援」「学校と地域の連携」「親支援」の４テーマの講師の活動報告、約１００人の参加者を交えたワークショップの議論を紹介します。
■子ども食堂　ＮＰＯ法人豊島子どもＷＡＫＵＷＡＫＵネットワーク理事長・栗林知恵子さん（５０）
【活動報告】
　外遊びの居場所づくりを始めてから、いろんな子に出会いました。「昨日から何も食べてない」「引っ越してくる前、車の中で暮らしてたんだ」という子もいました。
　受験をサポートした中３の男の子は、母親が昼も夜も仕事。１日５００円渡され、好きなものを好きなときに食べていました。「うちで食べなよ」って、私じゃなくても声をかけたと思います。
　親に余裕がないなら、地域がだんらんの場を作ればいいんじゃないか。いっぱい愛された子は困難を乗り越えられる。私みたいにおせっかいな人たちがそんな場を作ればいい。子ども食堂は孤立しがちな親子を次に必要な支援につなぐ場です。
　みなさん、家の前を通る子に「おかえり」って勇気を出して声をかけ続けたら、その子にとって「知ってるおばちゃん」になります。「私にも何かできないかしら」って思い続けてほしい。
【ワークショップ】
　行政関係者や学生、会社員ら４０人が参加。子ども食堂を始めた男性が「本当に困っている子どもに手が届かない」と発言すると、ある女性は「みんなでご飯を食べる居場所づくりが目的。かかわっていたら、いつか子どもからのＳＯＳを受け取れるかもしれない」と話しました。栗林さんは「行政と住民との定例連絡会がきっかけで、困難を抱えた親子を行政が連れてくることもある」と説明。民生委員に子ども食堂の食券を渡し、気になる子どもを一緒に連れてきてもらっている地域もあると紹介しました。学習支援や子育て支援団体との連携も重要という指摘もありました。
　運営費やスタッフの確保について、栗林さんは「子どもの貧困や居場所作りをテーマに講座があると、関心のある人が集まり、仲間ができる例もある」と発言しました。
　「自分が関わる食堂の支援対象でないが、気になる子がいる」という相談には「違う食堂に一緒に連れて行ってあげて」と助言。食堂の場所や特徴を知るために、参加者から「こういう場や勉強会を通じてつながることが大事」との意見も出ました。栗林さんも「子ども食堂に携わる私たちがつながって、できることを考えていきましょう」と呼びかけました。
■学習支援　ＮＰＯ法人あっとすくーる理事長・渡剛さん（２７）
【活動報告】
　僕自身、未婚の母子家庭で育ちました。借金取りからの電話もあり、「うちがこんなにしんどいのに、どうして誰も助けてくれないの？」と母親に言ったこともありました。
　友人と団体を立ち上げたのは大学生のとき。学習塾は主に中高生が対象で、授業料はひとり親家庭なら半額。自己負担ゼロの奨学金制度も設けています。勉強を教えるだけではなく、子どもや親の困りごとを聞いて、行政につなぐこともしています。子どもたち一人ひとりと徹底的に向き合い、その子なりの生き方を一緒に見つけ、伴走することをめざしています。
　協力の形はいろいろ。寄付のほか、会社員が子どもたちに人生にまつわる話を聞かせてくれたり、私たちが行政の職員研修に呼んでもらったり。
　子どもたちが大人になったとき、自分の経験を社会に還元して、支え合いの輪が広がればうれしい。今日来てくださった人も巻き込んで、子どもたちが前向きに生きていける社会にしていきたい。
【ワークショップ】
　大学教員や主婦、学生ら約２０人が参加。４グループに分かれ、日頃の活動や思いを話し合った後、質問をふせんに書いて模造紙に貼り付け、渡さんに問いかけました。
　「講師役の学生ボランティアをどのように育成しているのか」。渡さんは、子どもの貧困をめぐる背景や事例、基礎知識など５時間の座学と、１０時間の活動体験を経て採用していると説明しました。「毎日が手探りだが、授業後は毎回、講師と振り返りの時間をつくって、情報や課題を共有している」と述べました。
　「勉強と居場所づくりは両立するか」との問いには、「勉強も大事だけど、通い続けてもらうことが大切。まずは子どもたちが安心できる場所になることを意識している」と回答。勉強部屋とおやつなどを食べたり漫画を読んだりするスペースを分けるなど、メリハリを意識していると説明しました。
　「生徒との距離感をどうするか」との問いには、「講師が授業外で子どもと会うのは禁止しているが、聞いてほしいタイミングで話は聞いてあげたい。悩ましい」と話しました。
■学校と地域　スクールソーシャルワーカー・森本智美さん（５３）
【活動報告】
　大阪府教育庁から市町村教委を経由して学校で活動しています。子どもや保護者と関わり、学校と外部の関係機関をつなぎます。授業中の立ち歩きやいじめ、不登校、暴力行為などの課題からその背景に何が潜むのかを考えます。家庭環境や友人関係にも目を配り、支援の方法を探っています。
　地域の人たちから「学校と連携しにくい」との声を聞くことも多いです。私はスクールソーシャルワーカーとしてＮＰＯや地域住民、行政職員、コミュニティーソーシャルワーカー（ＣＳＷ）と呼ばれる地域福祉の専門職らの中からキーパーソンを見つけ、学校との間をつなぐ試みを続けています。顔が見える輪を広げて、子どもや保護者が「助けて」と声を上げられる場所づくりを目指します。
【ワークショップ】
　教員や保健師、地域ボランティアら約３０人が参加。連携がうまくいった例として、父子と祖母が暮らす家庭について森本さんが話しました。祖母の入院の付き添いは、祖母が信頼する養護教諭とＣＳＷに任せ、子どもの見守りを森本さんや学校、市の福祉担当者らが担ったといいます。
　参加者同士の情報交換も盛んでした。「精神疾患で引きこもる母親への対応」が話題になると、沖縄でシングルマザーを支援する女性が「地域の子どもたちみんなを子ども食堂に誘い、そのうちに『こんどお母さんも一緒にどうぞ』って声をかけている」と実践を披露。「貧困家庭と思われるのを嫌う人は多く、アプローチに工夫が必要」と語りました。
　「地域の民間団体が学校や行政に信頼してもらえるには」とのＮＰＯ関係者からの質問に、「必ず相手に会って話をするように心がけている。人柄を知ることが大事」（保健師の女性）という意見や、「学校だけでは問題は解決できない。教師の側こそ、もっと外に出ないといけない」（定時制高校の男性教諭）などの発言がありました。
■親支援　母子生活支援施設「かしわヴィレッジ」施設長・橋本尚子さん（３５）
【活動報告】
　母子生活支援施設は、全国に２４３カ所ある児童福祉施設で、母子家庭の自立を支援しています。入所者の半数がＤＶや虐待の被害者です。
　多くのお母さんは「大丈夫」としか言わない。人間関係でよい経験がないから、これ以上傷つきたくなくてＳＯＳが出せない。我慢しすぎて、「なんでやってくれないの」と急に攻撃的になることもあります。
　自尊心を傷つけないよう、「これを試してみたら」と選択肢を示しながら、根気強く声をかけ続けます。子どもよりは時間はかかっても、次第に心を開いてくれるようになります。母子ともに「大切な他者」に出会えていないことが多いので、つながることの心地よさや、人に頼る良さを伝えたい。お母さんたちの言葉をそのままとらえず、その裏側にある思いを受け止め、温かい気持ちで話しかけられたらと感じます。
【ワークショップ】
　主婦や大学生ら約１０人が参加しました。同じことをしても、夕食時に父親の気分次第で怒鳴られたり褒められたりした子の例を橋本さんが紹介。「夕食が一番緊張する、という不安定な生活では当たり前の価値観が育ちにくい」と指摘。施設で過ごすと、夕飯は緊張する場ではなく「温かいご飯を食べてだんらんする時」だと分かってくると説明しました。
　行政職の女性が「（手厚い支援に）依存する人はいないか」と質問。橋本さんは「大切にされているという体験をしてもらうために、初めはできることは全部やる」とした上で、「安心感が得られると頼る回数も減ってくる」と話しました。
　学習支援に関わる女子学生は「見えない貧困に気づくには？」と質問。「ささいなことがきっかけになる場合も。目の前の子としっかり向き合うことが大切。心配されていると感じれば子どもから表現することもある」と助言しました。
　大阪市の女性職員は「要件を満たしているのに生活保護を申請しない人がいる」と相談。橋本さんは「生活保護だけはしたくないという母親の場合、就労支援にも力を入れている」と回答。それでも生活が改善されない時に背中を押すと、申請する人もいるそうです。
http://www.asahi.com/articles/ASK2F3JHSK2FPTIL011.html?iref=comtop_8_08
・障害者差別相談、組織設置は市区町村の３割　内閣府調査（2月25日）
　障害者の差別解消に向けて関係機関が調整する自治体の「地域協議会」の設置が進んでいない。内閣府の調査では、昨年１０月までに設置したのは全市区町村の３割にとどまる。昨年４月に施行された障害者差別解消法で設置できるようになったが、自治体の規模によっては負担が大きいようだ。
　地域協議会は障害者団体や事業者、教育、医療、法曹関係者らで構成。都道府県や市町村に設置して、障害者差別に関する相談をたらい回しにしない態勢作りに取り組む。差別解消に対応できる関係機関が集まっているため、差別事案が発生した際の再発防止策が検討できる。
　昨年１０月時点の調査では、４７都道府県のうち３７都道府県が地域協議会を設置していたが、市区町村レベルでは５０７自治体と２９・１％だった。今後も設置未定としたのは、半数近い７２２自治体あった。
　内閣府によると、設置していない自治体からは「（自治体の）規模が小さいため現体制で対応できている」「人員が少なく負担が大きい」などの意見が寄せられた。設置した自治体からは「役割が不明確」などの課題が挙がったという。
http://www.asahi.com/articles/ASK2S5QBDK2SUTFK01M.html

・原発事故避難先でいじめや差別「ある」６２％　共同調査（2月25日）
　朝日新聞社と福島大学の今井照（あきら）教授（自治体政策）は今年１～２月、東京電力福島第一原発事故で避難した住民に対し、共同調査を行った。避難先でいじめや差別を受けたり、被害を見聞きしたりしたことがあると答えたのは６２％だった。
　原発事故で避難したことによる「いじめ」「差別」について、今回初めて質問した。「自分や家族が被害に遭った」が３３人（１８％）、「周囲で見聞きしたことがある」が８１人（４４％）だった。
　自由記述では、「お金があるのになんで働くの？と言われた。私には働く権利もないのかと悲しくなった」（３５歳女性）、「まとめ買いをしたら『ああ、避難者』と言われた」（５９歳男性）、「娘が転校した小学校で同級生に『キモイ』『福島に帰れ』と言われ、笑わなくなった」（４３歳女性）などがあった。
　「ない」の回答は６０人（３３％）で、「避難先の職場の上司や同僚は普通に接してくれた。いい人に巡り合えた」（４８歳女性）と述べ、好意的に受け入れられたとする答えもあった。
　避難先での「居づらさ」や「引け目」も垣間見える。避難中の人を対象に、避難していることを避難先で言いたくないと思うことがあるかを問うと、「ある」と回答したのは６１人（４１％）。自由記述で、「賠償金の話になるのではという不安がある」（４９歳女性）、「子どもがいじめられないか気になってしまう」（３１歳女性）などの意見があった。「ない」は５０人（３４％）、「どちらともいえない」は２６人（１８％）で、「知らない人にはあえて言わない。いつまでも避難者だと言っていても前に進めないから」（５６歳男性）と答える人もいた。
　今井教授は「『避難者いじめ』の実態が具体的かつ量的に明らかになったのは初めてだろう。原発事故の責任の所在があいまいで、『避難者は事故の被害者』という認識が社会で共有できていないことがいじめにつながっている」と話す。（伊沢健司）
　　　　　◇
　共同調査は２０１１年６月に始まり、６回目。福島県内外には現在約８万人が避難している。今年１月下旬、共同調査に応じたことがある３４８人にアンケートを送付。帰還意欲や住環境などについて尋ねた。福島県を含む１８都府県の２０～８０代の１８４人（うち避難中は１４７人）が答えた（回答率５２・９％）
http://www.asahi.com/articles/ASK2N7VK8K2NUGTB014.html

＊毎日新聞
・＜ダウン症＞学術団体発足　専門家も連携（2月1日）
　ダウン症の当事者と支援者、専門家が連携した国内初の学術団体「日本ダウン症会議」が、１日発足した。これまでダウン症を巡る社会的な活動は当事者団体の「日本ダウン症協会」が担ってきたが、日本発達障害学会などが協力して専門家も加わる新組織を作ることで、幅広い分野での情報の共有と発信を目指すという。

　ダウン症は染色体の異常によって起こり、知的な発達が通常よりゆっくり進むなどの特性がある。国内に専門の学会はなく、療育や医療の専門職の間にも実像が伝わっていない問題があるという。会議の代表を務める玉井邦夫・日本ダウン症協会代表理事は「本人が参加することで、気付きや対話が生まれることを期待したい」と話す。

　１１月１１、１２日には初の大会を東京都内で開き、乳幼児期から成人期の医療・福祉について考える八つの分科会や、出生前診断をテーマとした公開講座を予定。ダウン症のあるタレントで会社員のあべけん太さんらがパネリストとして参加する。問い合わせは同協会（０３・６９０７・１８２４）。
http://mainichi.jp/articles/20170201/dde/041/040/037000c
・性的少数者　水戸でＬＧＢＴ対象の成人式「ありのままで」（2月9日）
　ＬＧＢＴなど性的少数者を対象にした「成人式」が１１日、水戸市のみと文化交流プラザで開かれる。自治体主催の成人式では、親から意にそぐわない装いを求められるなどして苦痛に感じることも多い。ありのままの自分で参加してほしいと、男性同性愛者を公表している神栖市、河野陽介さん（３０）が企画した。【加藤栄】
　「ＬＧＢＴ成人式」は２０１２年１月、性的少数者を支援するＮＰＯ法人「ＲｅＢｉｔ（リビット）」（東京都新宿区）が始めた。「成りたい人（＝成人）への一歩を踏み出す」式典として、その後全国に広がったが、茨城県内で開催されるのは初めて。
　昨年１０月、河野さんが水戸市職員向けのＬＧＢＴ研修会に講師として参加した際、県内開催が話題になったことがきっかけ。「いばらきＬＧＢＴフォーラム」のプログラムの一つとして実施する。新成人の当事者２人によるスピーチのほか、ＬＧＢＴの職場環境作りを行うＮＰＯ法人「虹色ダイバーシティ」の村木真紀代表による基調講演や参加者同士の交流会なども行われる。
　年齢や性別を問わず、好きな服装で参加する。自治体の成人式には男性は紋付きはかまやスーツ、女性は振り袖を着るケースが多い。違和感なく参加できる当事者もいるが、「ありのままの自分」で参加することが難しく、欠席したり、出席しても疎外感を感じたりすることもあるという。
　河野さんは「参加者が交流を深められる場になれば」と期待する。当事者以外でも参加可能で「ＬＧＢＴに少しでも関心があったら足を運び、理解を深めてほしい」と願う。
http://mainichi.jp/articles/20170209/k00/00e/040/189000c
・子どもの貧困　５割痛感　学習意欲に影響も　小中学校教員アンケ　／山梨（2月12日）
　南アルプス市のＮＰＯ法人は「子どもの貧困」をめぐり県内の小、中学校教員に尋ねたアンケート結果をまとめた。５割は「子どもが貧困状態にあると感じたことがある」と答え、教育現場の課題になっていることを改めて印象づけた。ただ「学校が対応できた」との回答は約３割にとどまり、十分に手を差し伸べられていない現状を浮き彫りにした。【藤河匠】
　アンケートは「フードバンク山梨」が昨年９月２９日～１０月２０日に実施した。子どもの支援活動で関係の深い小中学校に、アンケート用紙を送った。計２１２人の教員のうち１５３人（回収率７２％）から有効回答があった。
　「昨年度以降、子どもが貧困状態にあると感じたことがあるか」を質問したところ、５３％は「ない」と答えた。４７％は「ある」と回答し、ほぼ半数の教員が、貧しさに直面する子どもの存在を目にしていることになる。
　深刻な状況にあることに気付いた「場面・状況」を１１の選択肢から複数回答で選んでもらったところ、最も多かったのは「支払い、集金の未納」の２６％だった。これに「衣服の汚れ、ほころび」の１８％が続いた。
　さらに「貧困状態にある子どもを発見した時、学校として十分な対応ができていると感じるか」と質問。五つの選択肢から選んでもらったところ、過半数の５１％が「わからない」と答えた。
　次いで多かったのは「あまりできていない」の２０％。「できていない」は５％だった。逆に「できている」は７％で、「ややできている」は１８％だった。
　貧困が子どもに及ぼす影響については、８割が「学習意欲が低い」と回答した。７割は「自己肯定感が低い」と答えた。
　フードバンク山梨の米山けい子理事長（６３）は「子どもたちが貧困から脱出できるよう、より一層、学習支援にも力を入れたい」と語る。そのうえで「活動には資金も欠かせない。行政だけでなく、多くの人たちに、この問題を理解してほしい」と話した。
http://mainichi.jp/articles/20170212/ddl/k19/040/011000c
・自立支援　施設入居や里親家庭の子、２２歳まで　国が４月から住居や生活費（2月16日）
　１８歳で児童養護施設や里親家庭を出なければならない子どもについて、厚生労働省は今年４月から、２２歳の年度末まで住居や生活費を提供する総合的な支援を実施することを決めた。大学や専門学校への進学率が約８割となるなど、自立する年齢が上がっていることを受け、虐待や経済的理由から実の親と過ごせない子の金銭面の負担を軽減し、確実な自立を後押しする。
　現在、施設や里親家庭で過ごせる年齢は原則１８歳まで。自立が難しい場合、例外的に２０歳まで認められるが、進学していた場合や病気で仕事をすることが難しくなった場合は、住居や生活費の確保が難しい子も少なくなかった。
　昨年５月に成立した改正児童福祉法で、何らかの理由で家庭にいられず、働き始めた１５～２０歳の子が入居する「自立援助ホーム」について、入居対象を「２２歳までの進学した子」に拡大することになった。だが、離職したり学校を中退したりすると、退去しなければならない問題は残っていた。
　このため、同省は、就職や進学を条件にせず、それぞれの子の状況に応じて、２２歳までは児童養護施設や里親家庭、自立援助ホームで過ごせるようにする。食費など生活費の支援も実施し、本人はアルバイトなどの収入に応じて最大３万円程度の実費を負担する。
　また、進学のために施設などを出て１人暮らしを始める場合は、最大月約５万円の家賃貸し付け事業を利用できる。卒業後に５年間働けば、返済を免除する。
　病気などで学校を中退した場合も、期限付きで貸し付け事業の家賃相当の生活費を支給し、次の生活基盤作りにつなげる。１人暮らしを始めた後は、事前に作成した支援計画に基づき、定期的に支援担当者と面談する。
　支援の費用は国が全額負担する。
http://mainichi.jp/articles/20170216/dde/001/040/052000c
・医療的ケア児　付き添いなしで学校に…横浜、看護師配置へ（2月16日）
　気管を切開し、たんの吸引が必要な横浜市の幼稚園児、前田結大（ゆうだい）君（６）が今年４月、地域の小学校に親の付き添いなしで通学できることになった。結大君親子の要望を受け、横浜市が公立小学校に通う医療的な介助が必要な児童（医療的ケア児）のための看護師配置を、初めて決めた。
　結大君は声帯まひで気道が狭まる「気道狭さく」の状態で生まれ、生後すぐに気管切開した。以後、喉に取り付けた管からたんを吸引する医療的ケアが欠かせない。
　たんの吸引以外に障壁はなく、兄や友達が通う地域の小学校への入学を望んだが、市は「親が付き添うか、特別支援学校に入学するか」という選択肢を提示。母直美さん（４３）ら家族は「付き添いなしで、のびのびと学校生活を送ってほしい」と願い、約２年前から看護師の配置を求めてきた。
　家族らとの話し合いを経て市は１４日、結大君のために看護師を配置する「学校における医療的ケア支援事業」として、約６００万円を盛り込んだ来年度予算案を市議会に提出した。
　「小学校ではミニバスケットボールをやりたい」。結大君は新品のランドセルを背負い、うれしそうに話した。直美さんは「医療的ケア児や障害がある子が配慮を受けながら地域の学校に行けるスタートになってくれれば」と語った。
http://mainichi.jp/articles/20170217/k00/00m/040/092000c
・子供の生活実態調査　２割、生活困難層　都が中間まとめ（2月24日）
　東京都などは２３日、都内の子供の経済状況と学習への影響などを調べた「子供の生活実態調査」の中間まとめを発表した。小学５年生の２０．５％、中学２年生の２１．６％、１６～１７歳の２４．０％が（１）低所得（２）経済的な理由で公共料金や家賃を払えなかったことがある（３）海水浴など一般的な子供が経るような体験がない－－のいずれかに該当する「生活困難層」だった。中でも二つ以上の指標が当てはまる「困窮層」は、小５が５．７％、中２が７．１％、１６～１７歳が６．９％だった。
　阿部彩・首都大学東京教授と連携し、昨年８～９月、▽墨田区▽豊島区▽調布市▽日野市－－で小５、中２、１６～１７歳がいる全１万９９２９世帯に質問票を郵送。家計や生活、子供の健康や学習状況などを子供と保護者に尋ねた。回答率は４２％。
　調査によると、約１割の世帯が過去１年間に必要な食料を買えなかった経験があり、約３％が電気・水道料金などを滞納したことがあった。毎日野菜を食べない子供も２割を超え、経済苦や栄養の偏りが広がっていた。
　授業が「あまり分からない」「ほとんど分からない」「分からないことが多い」と回答した子供は、小５の困窮層で学年平均の２倍を超える２８．７％。中２の困窮層では５１．５％に上った。１６～１７歳の困窮層では、年齢平均の４倍超の１６．８％が「自宅で勉強できる場所がほしいが、ない」と回答。虫歯の本数や自己肯定感にも経済状況の影響が見られた。
　一方で、困窮している保護者ほど、学習や食事などの支援事業を知らないため利用していないことも判明。阿部教授は「生活困難の２割をターゲットにした施策を考える必要がある。保護者の認知に関係なく子供に支援を届けられることが望ましい」としている。
http://mainichi.jp/articles/20170224/k00/00e/040/164000c
・警視庁　ＪＫビジネス実態調査　収入月５０万円以上も（2月28日）
　警視庁は、制服姿の女子高校生らに男性客の接待などをさせる「ＪＫビジネス」で働いていた少女４２人を対象にした聞き取り調査の結果をまとめた。働く目的について約６割が遊興費と答えるなど、多くがお金目当てで働いている実態が明らかになった。
　同庁は昨年６月と７月に都内の２店舗を摘発し、そこで働いていた１５～１７歳の少女４２人に調査を実施した。
　店舗を知ったきっかけは友人の紹介が２８人（６６％）と最多。働く目的（複数回答）は、コンサートチケット代など「遊興費」が２５人（６０％）▽洋服や化粧品など「物品購入」が１９人（４５％）▽「生活費」が６人（１４％）－－の順だった。１カ月の収入は約半数が１０万円未満だったが、５０万円以上が５人いた。
　ＪＫビジネスでは「裏オプション（裏オプ）」と呼ばれる違法な性的サービスが問題となっている。見知らぬ客との性行為について１２人（２９％）が「場合によってはやむを得ない」と回答。その理由の大半が「お金をもらえる」だった。
　一方、家庭に満足していると答えた少女が約７割。学校生活に満足しているとした少女も約３割いた。同庁少年育成課は「家庭や学校に不満がある子ばかりではない。普通の女の子が金目的で安易に働いている可能性がある」と指摘している。同庁は調査結果を教育委員会などに情報提供し、指導に役立ててもらうという。
　また、同庁は少女たちが犯罪被害に巻き込まれるのを防ごうと、開会中の都議会にＪＫビジネスを規制する条例案を提出した。客にマッサージなどをする「リフレ」や一緒に街中を歩く「散歩」など５業態を規制対象とし、女子高生をイメージさせる店で１８歳未満を働かせることやスカウト行為を禁止する。
ＪＫビジネスについて調査で寄せられた少女の声
（回答文のまま）
・援助交際より危険じゃないから安心。近くで店長が様子見してくれる。
・法で認められている店で働く分にはよいと思う。
・店があるから女の子もバイトして裏オプしてしまうし、客も寄ってくる。
・被害が出るなら、ない方がよい。
・客はうっとうしい。話は面白い人もいたが基本的には嫌。
http://mainichi.jp/articles/20170228/k00/00e/040/143000c
＊産経新聞
・「お金欲しかった」「関係者に迷惑がかかる」…モデル・アイドルの勧誘で４人に１人が性的撮影を要求され実際に“行為”も　内閣府「氷山の一角だ」（2月9日）
　「モデルやアイドルにならないか」と勧誘を受けるなどして契約を結んだ１０～３０代の女性１９７人中、４分の１に当たる５３人（２７％）が契約外の性的な行為の撮影を求められる経験をしていたことが８日、内閣府の調査で分かった。うち１７人は求められた行為をしたと回答。多くの若い女性が、アダルトビデオ（ＡＶ）への出演強要など性暴力の危険にさらされる可能性があり、政府は調査結果を踏まえ予防・啓発活動を強化する方針だ。
　内閣府が若い女性を対象に、こうした実態調査を行うのは初めて。担当者は「被害者が周囲に相談できず潜在化していることがうかがわれ、調査結果は氷山の一角だ。支援体制の充実や相談しやすい環境づくりを進めたい」としている。
　調査は昨年１２月にインターネットで実施。１５～３９歳の女性２万人から、アイドルなどの勧誘を受けたり、自ら応募したりしたことがある２５７５人を抽出。さらに実際に契約に至っていた１９７人に実態を聞いた。
　契約時の年齢を複数回答で質問した結果、１８～１９歳が３６・０％、２０～２４歳が３２・５％、１８歳未満が３２・０％だった。
　「契約時に聞いていない、あるいは同意していない性的な行為の写真や動画の撮影に応じるよう求められた経験がある」としたのは５３人。さらに、この中の１７人は「求められた行為を実際に行った」と答えた。
契約外の行為を行った理由（複数回答）は「お金が欲しかった」（３５・３％）のほか、「契約書に書いてあると言われた」（２９・４％）、「事務所やマネジャーら多くの人に迷惑が掛かると言われた」（２３・５％）が目立つ。多くは周囲に相談できなかったといい、「恥ずかしかった」「家族、友人らに知られたくなかった」が主な理由。
　人権団体「ヒューマンライツ・ナウ」によると、ＡＶ出演をめぐり被害者支援団体に寄せられた相談件数は平成２６年に３２件、２７年には８１件と急増している。
http://www.sankei.com/affairs/news/170209/afr1702090010-n1.html
・法務省勉強会でも賛否割れる　少年法議論、法制審に委ねる（2月9日）
　少年法の適用年齢についての本格的な議論が始まった。適用年齢が現行の２０歳未満から１８歳未満に引き下げられれば、１８、１９歳は保護観察や少年院送致の対象外となる。法務省の勉強会では賛否が分かれ、法制審でも１年以上をかけて議論することになりそうだ。
　「１８、１９歳は心身の発達が未成熟。非行少年に刑罰による威嚇で犯罪を思いとどまらせることはできず、教育・指導・援助が必要だ」「適用年齢の引き下げによって、エスカレートする犯罪を食い止めること、再犯を防ぐことにつながると思う」
　平成２７年１１月に設置された法務省の勉強会。大学教授や犯罪被害者、弁護士など計４０人がヒアリングに招かれ、引き下げに関する賛否が飛び交った。
　少年事件は家裁が調査し、故意に人を死亡させた重大事件は原則として刑事処分になるが、ほとんどは保護観察、少年院送致や家裁の教育的措置を受ける。適用年齢引き下げで、１８、１９歳は全て刑事手続きとなるため、更生の機会が失われることへの懸念もある。
　勉強会では「適用年齢は立法趣旨に照らして法律ごとに検討すべきだ」「１８、１９歳に必要な処遇が行われなくなり、再犯の増加が懸念される」などとして、現行法の２０歳未満を維持すべきだとの意見が出された。
一方、引き下げ賛成の意見としては「選挙権年齢が引き下げられ、１８、１９歳には相応の判断能力があると評価できる」「再犯増加の懸念には、受刑者の施設内や社会内処遇の充実・連携で対応できる」などの声が上がった。
　２８年１２月に公表された報告書はこうした賛否を併記し、是非の結論は出していない。今後の議論は法制審に委ねられる形となった。
http://www.sankei.com/affairs/news/170209/afr1702090045-n2.html
＊読売新聞
・小６の携帯所有、５割超に…徳島県教委調査（2月17日）
　徳島県内の小中高生で携帯電話を所有する割合が、記録に残る２００８年以降で最高だったことが、県教育委員会の調べでわかった。

　小学６年の所有が初めて半数を超え、低年齢化が浮き彫りになった。また、スマートフォンの利用で「悪口を書き込まれた」などのトラブルも明らかになり、関係機関は学校で講習会を開くなどの対策に乗り出す。

　県教委が毎年行っている「携帯電話等の利用状況アンケート調査」で、今回は２０１６年７月に実施。県内の小学６年と中学２年、高校２年の計２２４５人とその保護者１６５９人から回答を得た。

　携帯電話を持っている割合は、小学生が０８年の２７・４％から、５４・９％に倍増した。中学生（６２・７％）と高校生（９７・８％）は毎年微増を続けており、いずれも過去最高だった。

　今回の調査では、初めてトラブルの有無について尋ねた。スマートフォンを所有する児童・生徒１６１６人に、犯罪やいじめにつながる可能性がある項目を複数回答で選んでもらった。

　その結果、「インターネット上で悪口を書き込まれた」との回答が、中学生で９・９％、高校生で７・２％。また、「写真や個人情報を勝手に載せられた」との回答には中学生７・４％、高校生７・１％。小学生はいずれの項目もほとんどなかった。

　一方、保護者への調査では、子どもの携帯電話に、有害サイトへの接続を制限する「フィルタリング機能」を行っているのは、小学生の８１％に対し、中学生５７％、高校生５６％と、年齢が上がるにつれて、低下する傾向がみられた。

　県教委は今後、保護者や子どもたちに、家庭でのルール作りを進めてもらう研修会の開催を検討する。また、県警は有害サイトなどの閲覧から事件に巻き込まれないよう、各地の小中学校を訪れ、講習会などを開いて注意を呼びかける方針。

　元県教育長の佐藤勉・県いじめ問題等対策審議会委員は「子どもたちの利用が増える一方、携帯電話が犯罪やいじめの温床になるという危険性に対する認識はまだ浅い。各世代に応じたきめ細かな対策が必要だ」と話している。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20170216-OYT1T50043.html
・「安心安全な日常　一番のケア」…東北大でシンポ（2月19日）
◆被災の子支援３人が講演

　東日本大震災で被災した子どもの支援について考えるシンポジウム「東日本大震災後の子ども支援～岩手・宮城・福島の６年間」が１８日、東北大川内南キャンパス（仙台市青葉区）で開かれた。約４０人の参加者を前に、被災地で支援に携わる３人が６年間を振り返り、今後の課題を共有した。

　気仙沼市で被災し、仮設住宅に暮らしながら、県教育委員会のスクールカウンセラーとして子どもの見守りや保護者の相談を行ってきた星美保さん（４９）は「被災地内支援者」の立場から講演した。家庭や学校で子どもの行動や容姿の変化を見逃さないことの大切さを訴え、「子どもにとって安心安全な日常が、一番の心のケアになる」と語った。

　福島県内外に避難する子どもや親を支援するＮＰＯ法人「ビーンズふくしま」（福島市）の中鉢博之さん（４２）は、仕事の都合で地元に残る父親と離れ、母子で県外避難した家庭が抱える苦悩や、親が子どもに向き合う余裕がない現状を説明。「いじめや不登校など、数値だけでは分からない部分も多く、注視していかなければならない」と話した。

　岩手県大槌町の子育て支援センターで活動する臨床心理士の土屋文彦さん（６１）は「被災地に最後まで残るのは地元の人。その人たちが、小さなことでも自分たちでできることをしていく必要がある」と語った。

http://www.yomiuri.co.jp/local/miyagi/news/20170218-OYTNT50265.html

・「自然分娩の方が愛情強い」　その発言に根拠はありますか？（2月22日）
　１歳３か月になった息子の活動性が激しくなってきました。発達はゆっくりめでほとんど歩かないのですが、ハイハイでどこへでも行きます。ダイニングテーブルに登るのが大好きなので、落下しないか危なっかしくてしようがなく、全く目が離せません（ノートパソコンにお茶をこぼされて壊されたこともあります）。椅子を全部遠ざけているのですが、最近は椅子を自分で運んできて登るようになってしまい、全く目が離せなくなってしまいました。
　５歳の娘は最近メキメキとお姉さんらしくなり、弟の面倒をよく見てくれます。リカちゃん人形を２つ与えたら、ずっと一人で遊んでくれています。
　先日、小学校教諭が授業で「自然 分娩 の方が子供への愛情が強い」という旨の発言をし、保護者から批判が相次ぎ謝罪したという報道がありました。そのニュースに対しては、「そんな神話のようなことを教師が言うとは」「自分は帝王切開と自然分娩を両方したが、子供たちへの愛情は変わらない」などの批判が目立ちましたが、中には産婦人科の医療従事者が「分娩法の影響は無視できない」とコメントしているものもありました。
　「お EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(なか),腹) を痛めて産んだ子」という言葉に象徴されるように、苦労してこそ母親になれるという根性論があり、帝王切開（術後にお腹がすごく痛いですが）や無痛分娩では愛情が湧かないと本気で思っている人はまだまだいるようです。それは科学的証拠があって言われているのでしょうか？　疑問に思っている人も多いと思います。そこで、手前 味噌 ですが、分娩様式と愛着、産後うつ、総合的な健康との関連について調べて 論文 を書きましたのでご紹介します。
選択的帝王切開群にはより手厚い産後ケアが必要
　研究への参加を承諾した６７４人の母親に、産後６か月の時点で質問票を郵送し５０２人が回答、そのうち解析に適していた４３５人の回答を解析しました。２８２人（６５％）が「自然 経膣 分娩」、８２人（１９％）が陣痛促進剤などを使って陣痛を促す「誘発・促進分娩」、２１人（５％）が専門用具を使って赤ちゃんを引っ張り出す「吸引・ 鉗子 分娩」、２３人（５％）が「選択的帝王切開（あらかじめ予定を決めて帝王切開を行うこと）」、２７人（６％）が緊急帝王切開で、各分娩様式によって年齢・結婚年齢、年収、学歴に統計的に意味のある差は見られませんでした。
　「精神健康調査（ＧＨＱ－２８）」「赤ちゃんへの気持ち質問票（ＭＩＢＳ）（赤ちゃんに否定的な気持ちが強くなるほど点数が高くなる）」「エジンバラ産後うつ質問票（ＥＰＤＳ）」の点数は相互関係があり、子供の数とＭＩＢＳの点数にも相互関係が見られました（子供の数が多いことと愛着が強いことが相関しました）。
　「選択的帝王切開群」は「自然経膣分娩群」に比べて、統計的に意味のある差をもってＭＩＢＳの点数が高く、愛着に不利である結果となりました。「選択的帝王切開群」はＥＰＤＳの点数も高く、産後うつのリスクも高い結果でした。また、母乳育児率も低いという結果でした。
　この研究では相関関係だけで因果関係はわかりませんが、心身が健康でうつでない方が母子愛着に有利であること、選択的帝王切開群では産後うつのリスクが高く、母乳育児率も低く、母子愛着に不利であることが示唆されました。これだけでは理由はわかりませんが、赤ちゃんを産み出す方法にこだわるよりも、術後の母乳育児支援を含めた医療サポートを手厚くすることが重要かもしれません。
教育者は偏見を植え付けない配慮を
　それにしても小学校で教師が根拠もなく身近な経験だけで決めつけて語ることや、一歩間違えると差別につながるようなことを言うことが問題視されニュースになるとは、時代は変わったな、と思います。
　３０年前、小学校の男性担任に、「料理や仕立ては家庭では女性がするが、プロフェッショナルは男性だ」と話され、モヤモヤして両親に話したところ、「そんなことはない、これからは女性が活躍する時代だよ」と慰めてくれました。それでも学校側にクレームを言うなどは考えられませんでした。言葉尻をとらえてあげつらうのは息苦しいですが、教育者は偏見を子供に伝えていないかどうか気をつけていただきたいです。
https://yomidr.yomiuri.co.jp/article/20170222-OYTET50009/?from=ytop_os1&seq=06
・児相覚知の虐待死１５０件　過去１０年ＮＰＯ調べ　「警察との情報共有」義務化要請（2月24日）
　児童相談所（児相）が虐待の疑いを知りながら虐待死を防げなかった事例が過去１０年で約１５０件に上ることが２３日、虐待防止に取り組むＮＰＯ法人「シンクキッズ」（東京）の調べで分かった。同法人は同日、児相と警察との連携不足が虐待死の要因にあるとみて、関係機関の情報共有を義務付けた児童福祉法などの法改正を警察庁と厚生労働省に要請した。
　同法人によると、児相が虐待の疑いを知りながら家庭訪問を満足にできず、警察に通報もせず放置しているケースが近年増加しているという。
　平成２７年４月には東京都足立区で、３歳児がウサギ用のおりに監禁され死亡。児相が１１回家庭訪問したが、警察に通報したのは子供が殺害されてから１年以上たった後だった。同法人代表の後藤啓二弁護士（元警察庁企画官）は「当初から児相と警察が連携して、家庭訪問していれば悲惨な虐待死は防ぐことができた」と話す。
　また、東京都葛飾区では２６年１月、児相が虐待の疑いを把握している家庭に１１０番通報が入り、警察が現場に駆けつけたものの、親から「夫婦げんか」といわれ退却。その５日後に２歳児が死亡した。体には約４０カ所のあざがあったという。
こうした「放置」や不十分な取り組みの背景には、児相への通報件数が２７年度に１０万件以上となり、２５年前の約１００倍に上るなど、児相の対応が増加していることがある。同法人によると、児童福祉司が１人当たり１４０件を抱え、案件を抱え込む傾向にあるという。
　同法人はこれまでにも署名を集め政府の対応を促してきたが、後藤弁護士は「行政側は縦割りで他の機関と連携をするのを嫌い、面倒なことを避けている」と強調。米国や英国はすでに、虐待情報を児相部局が警察と全件共有し、原則共同で活動しているという。
　政府は現在、対応に苦慮する児相を支援するため、虐待児の「一時保護」に家庭裁判所の審査を入れるなど司法の関与を強化する法改正案を準備し、今国会に提出する方針。しかし、検討中の案には関係機関の情報共有は入っていない。
http://www.sankei.com/affairs/news/170224/afr1702240001-n1.html
・児童養護職員の給与２％増…厚労省、新年度中に（2月27日）
　厚生労働省は、民間の児童養護施設の全職員に対し、２％の給与改善を行う。

　保育、介護職員の給与改善に足並みをそろえる措置で、２０１７年度中に開始する。役職や業務に応じた手当などの増額も行うことにしており、人手不足の緩和を目指している。

　児童養護施設は、児童福祉法に基づき、家庭での養育が難しい子を受け入れている。施設には親などから虐待を受けたり、障害の疑いがあったりする子供もいる。職員は夜勤や泊まり勤務もあるため、人材の確保が難しい状況が続いている。

　１５年１０月時点で全国に６０２か所あり、約２万８０００人の入所者に対し、職員は約１万７０００人。施設の運営費の多くは、国などが支出しており、施設側に支払う基準を引き上げることで、職員の処遇改善を実現する。

http://www.yomiuri.co.jp/politics/20170227-OYT1T50008.html?from=ytop_ylist
・高校生「１日１７０分」、スマホでネット利用（2月28日）
　内閣府は２７日、青少年のインターネット利用に関する実態調査の結果を公表した。

　１０～１７歳の青少年が平日にインターネットを利用する時間は１日平均１５４分で、前年より１２分増加し、青少年の「ネット依存」が改めて浮き彫りになった。

　スマートフォンによるネット利用率は５３％で２年連続で半数を超え、平均使用時間は小学生が７０分、中学生が１２４分、高校生は１７０分に上った。

　スマホでネットを利用すると回答した青少年のうち、１日２時間以上利用している割合は、小学生２４・８％、中学生５２・１％、高校生７２・１％だった。中学生のスマホ所有率は５１・７％で半数を超えた。

　調査は昨年１１～１２月、１０～１７歳の青少年とその保護者各５０００人を対象に実施。青少年３２８４人（回収率６５・７％）、保護者３５４１人（同７０・８％）から回答を得た。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20170227-OYT1T50110.html
＊日本経済新聞
・「震災いじめ」防止を明記　国の対策協、方針改定案を了承（2月7日）
　国のいじめ防止対策協議会（座長・森田洋司鳴門教育大特任教授）は７日、国の基本方針に「東日本大震災で被災した児童生徒に対するいじめの未然防止・早期発見に取り組む」などの項目を新たに盛り込んだ改定案を大筋で了承した。いじめ防止対策推進法は、基本方針の策定を国と学校に求めており、国の見直しは初めて。
　改定案は、心身への被害の大きい「重大事態」への対応を示した指針案とともにパブリックコメント（意見公募）を実施した上で、３月中に決定する。
　震災いじめの項目は、基本方針のうち特に学校での対策をまとめた別添資料に加えた。被災した児童生徒が受けた心身への影響や、慣れない環境への不安感を教職員が十分に理解し、心のケアを適切に行うとした。
　別添資料ではほかに、性的少数者（ＬＧＢＴ）へのいじめ防止のため、教職員の理解を促進するよう明記。障害のある子供が被害者、加害者となる場合は、個人の特性を踏まえた適切な指導も必要だとした。
　改定案ではいじめが「解消された」と判断できる要件として、加害行為が相当の期間なくなった上で、被害者本人が心身の苦痛を感じていないと認められる場合と提示。相当期間は３カ月を目安とし、この間にも注視を続けることが不可欠だとした。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG07H8O_X00C17A2CR8000/
・アイドル契約の女性「性的撮影要求」被害27％　内閣府調査（2月8日） 
　「モデルやアイドルにならないか」と勧誘を受けるなどして契約を結んだ10～30代の女性197人中、４分の１に当たる53人（27％）が契約外の性的な行為の撮影を求められる経験をしていたことが８日、内閣府の調査で分かった。うち17人は求められた行為をしたと回答した。
　多くの若い女性が、アダルトビデオ（ＡＶ）への出演強要など性暴力の危険にさらされる可能性があり、政府は調査結果を踏まえ予防・啓発活動を強化する方針だ。
　内閣府が若い女性を対象にこうした実態調査を行うのは初めて。担当者は「被害者が周囲に相談できず潜在化していることがうかがわれ、調査結果は氷山の一角だ。支援体制の充実や相談しやすい環境づくりを進めたい」と話している。
　調査は昨年12月にインターネットで実施。15～39歳の女性２万人から、アイドルなどの勧誘を受けたり、自ら応募したりしたことがある2575人を抽出し、さらに実際に契約に至っていた197人に実態を聞いた。
　契約時の年齢を複数回答で質問した結果、18～19歳が36.0％、20～24歳が32.5％、18歳未満が32.0％だった。
　「契約時に聞いていない、あるいは同意していない性的な行為の写真や動画の撮影に応じるよう求められた経験がある」と回答したのは53人。うち17人は「求められた行為を実際に行った」と答えた。
　契約外の行為を行った理由（複数回答）は「お金が欲しかった」（35.3％）、「契約書に書いてあると言われた」（29.4％）、「事務所やマネジャーら多くの人に迷惑が掛かると言われた」（23.5％）が目立つ。多くは周囲に相談できず、「恥ずかしかった」「家族、友人らに知られたくなかった」が主な理由という。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG08H7D_Y7A200C1CR8000/
・少年法適用「18歳未満」に　法制審に諮問 （2月9日）
刑罰見直しも議論へ
　金田勝年法相は９日、少年法の適用年齢を現行の20歳未満から18歳未満に引き下げることを法制審議会に諮問した。引き下げた場合、18、19歳は少年院送致や保護観察など保護処分の対象から外れ、成人と同じ刑事罰を受けることになる。結論までには１年以上かかる見通し。
　昨年６月に選挙権年齢が18歳以上になり、成人年齢も同様に引き下げる民法改正が検討されている。刑事法制上も18歳から大人として扱うべきだとの意見が出ていた。
　法相は受刑者らの処遇を充実させるための刑事法のあり方も諮問。新たな刑罰として刑務作業を義務づける「懲役刑」と義務のない「禁錮刑」を一本化することを検討する。
　木工などの刑務作業が中心の処遇を見直し、刑務所で受刑者の犯罪傾向に応じた更生プログラムや学習指導、就労支援ができるようにする。高齢受刑者の特性に応じた再犯防止策も可能になる。実現すれば明治時代から100年以上続く刑罰のあり方が変わる。
　裁判所が有罪と認めた上で刑や判決の宣告を猶予し、社会の中で更生を図る制度の導入も議論する見込み。少年院の教育機能を刑務所に移すことなども検討課題となる。
　法務省は2015年、有識者による勉強会を設置し年齢引き下げを検討してきたが、賛否は分かれていた。９日の法制審でも「引き下げありきではなく、丁寧で慎重な議論が必要」といった声が上がった。
　現在も16歳以上が起こした殺人などの重大事件では原則検察官に送致され、大人と同じ刑事手続きを経る。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG09H7L_Z00C17A2MM8000/
・神戸にも赤ちゃんポスト　関西の団体、国内２例目（2月9日）
　親が育てられない子供を匿名で受け入れる「こうのとりのゆりかご」（赤ちゃんポスト）について、関西の医療関係者らが９日、神戸市内の助産院に新設する方針を明らかにした。嘱託医を確保し、医療法に基づく施設の変更許可を市に申請する。認可されれば国内２例目となる。
　赤ちゃんポストは、親が病院の外部から院内の保育室に新生児や乳児などを預けられる設備。妊娠や出産に悩む人の支援団体「こうのとりのゆりかごｉｎ関西」（大阪府箕面市）が運営に携わる。神戸市内のマナ助産院に年内の設置を目指し、既に改装準備が進んでいるという。
　同団体が９日記者会見し、人見滋樹理事長（京都大名誉教授）は「大都市にゆりかごがあることで、子供の命の保護に大きな役割を果たせる。今後は大阪府などでの設置も目指す」と話した。マナ助産院の永原郁子院長は「預かった命をしっかり守るという責任を果たしたい」とした。乳幼児の受け入れだけでなく、妊娠や育児に悩む親の相談にも応じる方針。
　国内では2007年、慈恵病院（熊本市）の蓮田太二理事長がドイツの取り組みをモデルに「こうのとりのゆりかご」を全国で初めて開設した。熊本市の検証報告書によると、07年から15年度までに計125人の乳幼児を受け入れた。身元が判明した親の居住地は、熊本県内だけでなく、関東、近畿や北海道など全国にわたる。
　同団体の顧問を務める蓮田氏も会見に同席し「熊本市には全国から様々な事情を抱えた親が訪れている」と、幅広い地域に設置する意義を強調した。神戸市の赤ちゃんポストの運営に助言もするという。
　赤ちゃんポストは、保護責任者遺棄罪など関連法令に抵触するとの議論もあるが、厚生労働省は熊本市のゆりかごについて「現行法に違反しているとはいえない」（家庭福祉課）との見解。同団体によると、今回の設置申請については厚労省から神戸市を通じ、助産院で赤ちゃんポストを運営する際は医師と嘱託契約を結ぶよう指導があったという。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG09H81_Z00C17A2CR8000/
・虐待防止指導、家裁が勧告　保護者の反発抑制へ （2月16日）
　増え続ける児童虐待への対策を強化するため、厚生労働省が今国会に提出予定の児童福祉法などの改正案の概要が15日、分かった。家庭裁判所が児童相談所（児相）に保護者への指導を勧告する仕組みの創設などが柱。中立的な司法機関が関わることで保護者の反発を抑え、指導を受け入れやすくする。
　新たな仕組みでは、児相が虐待されている子供を保護者の同意なく施設に入れたり、里親に委託したりする措置を家裁に申し立てた際、緊急に保護者と引き離す必要があるとまでは言えない家庭を想定。家裁が申し立ての是非を判断する前に一定期間、保護者を指導するよう児相に勧告する。
　家裁は勧告した旨を保護者に通知し、児相は保護者への指導を開始。指導時の様子や経過を家裁に報告し、保護者が指導に従わなければ子供の引き離しの是非を家裁が判断する材料となる。
　現在も都道府県知事などが児相の指導に従うよう保護者に勧告する仕組みがあるが、実効性は低いとされる。家裁の関与で児相の指導に“お墨付き”を与え、家庭環境の改善や子供の安全につなげる。
　また、子供の一時保護が保護者の意に反して２カ月を超えるケースについて、家裁が継続の可否を審査する制度も導入する。一時保護の期間が、厚労省の指針上は２カ月とされることや、一時保護が親権を強く制限することなどから、家裁の判断を仰ぐことで妥当性を担保するのが狙い。
　児童福祉法と合わせて改正する児童虐待防止法案では、子供を虐待した保護者が子供に近づかないよう家裁が出す「接近禁止命令」の範囲を拡大する。現行では、保護者の同意がなく施設に入所している場合などが条件だが、一時保護中や同意があって入所している場合も対象とする。
http://www.nikkei.com/article/DGXLZO12966920V10C17A2CR8000/
・性暴力被害者の総合支援拠点、全都道府県に　未整備11県も検討 （2月20日）
　性暴力に遭った被害者が治療や相談などの総合支援を１カ所で受けられる「ワンストップ支援センター」が、全都道府県に整備される見通しになった。今年１月末時点でセンターがあるのは36都道府県に上り、未整備の11県も開設を検討していることが18日、共同通信の調査で分かった。政府が2017年度から創設する交付金が後押しとなっている。
　センター未整備の11県のうち、香川は17年４月、岩手は同年秋ごろ、秋田と石川は17年度中、富山は遅くとも18年４月までに開設する予定。６県は時期は未定だが検討中という。
　これらの未整備県も含め、35都道府県が交付金を活用する予定か、活用を検討していると回答した。
　ワンストップ支援センターは性暴力の被害に遭った直後から、産婦人科での診察や性感染症の検査、カウンセリング、警察や弁護士への連絡などの総合的な支援を１カ所で提供する。被害者がつらい経験を何度も説明しなくてもいいよう負担を軽減し、たらい回しにされたり、泣き寝入りをしたりすることを防ぐのが目的だ。
　交付金はその開設費や運営費、被害者の医療費などを自治体が負担した場合、国が２分の１または３分の１を補助する。
　一方、心身に深い傷を負った被害者に対応できる相談員や財源が足りないと訴える自治体は多く、さらなる制度充実が求められている。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG18H4E_Y7A210C1000000/
・虐待有無の判断を明確化　厚労省、子供からの臓器提供で（2月25日）
フォームの終わり
　脳死による子供からの臓器提供を増やすため、厚生労働省は25日までに、医療機関向けのマニュアルの改訂に向けた議論を始めた。子供からの臓器提供は虐待の有無を調べる必要があるが、医師が判断に迷うことがあるため、判断基準をより詳しく定めることで提供数の増加につなげる。
　臓器移植法は警察の捜査を妨げないよう、虐待を受けた18歳未満からの臓器提供を禁止している。日本臓器移植ネットワークによると、2015年３月末までで臓器提供に至らなかった83件のうち、10件は虐待の疑いが否定できないことが理由だった。
　厚労省によると、医師は虐待の有無を慎重に調べる傾向があり、「完全にシロだとは言い切れない」として臓器提供が見送られるケースがある。このため有識者が参加する作業班で、虐待の事実をどこまで調べればよいかの目安などを検討。提言をまとめ、最終的には臓器移植委員会で医療機関向けマニュアルを改訂する方針だ。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG24HEG_V20C17A2CR0000/
・３歳児の６割、スマホ利用　保護者「機嫌よくなる」（2月26日） 
フォームの終わり
　ＩＴ（情報技術）大手ヤフーなどが参加する「子どもたちのインターネット利用について考える研究会」（座長・坂元章お茶の水女子大教授）は、未就学児の保護者を対象にした調査で、１歳児の約４割、３歳児の約６割にスマートフォン（スマホ）など情報通信機器の利用経験があったとする結果をまとめた。
　０～２歳は「機器内の写真や動画の閲覧」、３～６歳は「ネットで動画閲覧」「ゲーム」「知育アプリ」の利用が目立ち、使わせている理由は「機嫌が良くなる（喜ぶ）から」が最も多かった。
　研究会は情報通信機器利用の低年齢化が進んでいると分析。「調査結果を踏まえ、未就学児のネット利用について、保護者に役立つ情報を提供したい」としている。
　調査は昨年10月、インターネットを通じて実施。第１子に６歳までの子供を持つ全国の保護者が協力した。1149件の有効回答があった。
　調査によると、０歳の21.8％、１歳の41.8％、３歳の60.3％、６歳の74.2％にスマホなどの利用経験があった。
　スマホなどを利用したことがある子供について、利用を始めた年齢を聞いたところ、２歳が最も多く、約８割の子供が３歳までに始めていた。約半数が「毎日必ず」か「ほぼ毎日」利用すると回答。子供がスマホなどを使うことに、何らかの不安を感じるという保護者は９割を超えた。
　子供にスマホなどを利用させていない保護者に使い始めてもよい時期を聞くと、小学校低学年とした回答が最多だった。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG26H2D_W7A220C1CR8000/
＊Yahooニュース
・長崎ストーカー殺人、元妻はなぜ夫に子どもを会わせに行ったのか？（2月1日）
千田有紀  | 武蔵大学社会学部教授（社会学）
痛ましい事件が、起ってしまった。長崎市で、離婚後の元夫が2歳の子どもを会わせにきた元妻を刺殺し、その後に自宅で首をつって自殺したのである。元妻は、元夫からのストーカー被害を警察に相談し、「元夫からのメールの内容が怖い」と話していた。警察はストーカー規制法に基づいて元夫に警告できることを伝えたが、野中さんは「報復が怖い。とりあえず親族と相談する」と断っていたという（＜長崎女性殺害＞「元夫からのメール内容が怖い」県警に話す　毎日新聞1月30日）。
ストーカー規制法に引っかかるほどの被害にあるのに、報復が怖くて警告すらできない状態で、なぜ子どもを会わせたのだろう。ニュースを書くときには、だいたいの事情を記者さんに問い合わせてから書くことも多い。今回は、詳しい事情はわからないため躊躇っていた。しかし、被害者の落ち度であるかのように責めるような報道も出てくるに及んで、いてもたまらず書くことにした。
別れた妻が父親に子どもを会わせるーーそれは一般的には、「面会交流」と呼ばれる行為である。離婚後に別居する親に子どもを会わせるという面会交流への、社会的圧力が大きくなってきている。「養育費をもらいたいなら、引き換えに面会交流をさせるべき」＊、「健全な子どもの育成のためには、面会交流が必要」、「子どもに会わせないのは、親のエゴだ」というような声が日増しに大きくなってきているなか、ずっと心配していた事態が起こった、のではないか。ショックである。
もしも、彼らが裁判所で調停や審判、裁判を受けていたとしても、おそらく面会交流が取り決められただろう。今の裁判所は、2011年に民法766条が一部改正され、離婚時に面会交流の取り決めを「協議で定める」という文言が入っただけで、面会交流の原則的実施論へと舵を切った。夫から妻（妻から夫）への暴力に関しては、「ＤＶは夫婦の問題であって、親子の問題に関係がない」と判断され、子どもの虐待は相当の証拠が提示されない限り、認められない。どのような問題を訴えても、原則的に「面会交流をすべき」と判断されるのである。すでに多くの暴力被害者の親子が、面会交流の強制に、おびえ、苦しんでいる。暴力もないストーカーであったら、なおさら配慮されるとは思えない。「子どもに会わせれば、ストーカーはしなくなるのでは？　だからこそ面会交流が必要だ」とさえ、いわれるのではないかと思う。モラハラやストーカーの扱いの難しさは、理解はされないし、ほぼ斟酌されない。
これはこれからも、もっと頻繁に起こる出来事だろう。すでに何件も、離婚前後に暴力事件は起こっている。例えば、子どもの小学校で、9歳の男の子を道連れに父親が灯油をかぶり親子心中をはかった事件（子煩悩な父親なぜ無理心中？9歳次男に灯油かけ自分も焼死！妻と離婚協議中）。ファミレスで内縁の夫が、妻にも火をつけ炎上した事件（死亡したイラン人男は難民申請中　「子供に会わせてくれない。殺す」とも　茨城・土浦の男女炎上事件）。「子どもを失う悲しみから起こした事件だから、子どもを頻繁に会わせればよかった。親権をあげればよかった」と主張するひともいる。しかし自分の悲しみでいっぱいで、妻や子どもを殺すようなひとに、安心して子どもを託せないのが、普通の感覚ではないか。
今国会に提出されるかもしれない親子断絶防止法は、離婚後に子どもを育てる親に、面会交流の実施の責任を負わせ、別居するときにすでに、面会交流の取り決めをするように命じようとしている。無理だ。離婚（別居）のときには、家族が崩れるときの緊張が、極限まで達しているときである。家族は、愛情の場であるとともに、憎しみや葛藤や、そして暴力の場でもある。愛と憎しみ、愛と執着、そういったものは、多くの場合にむしろ、分離することはできない。そして多くの場合、関係がうまくいかないから、離婚をするのだ。
何度も繰り返すが、離婚後の面会交流は促進されるべきだと思っている。しかし、子どもの安心や安全が脅かされたり、命を懸けてまで、おこなっては決してならないと思う。面会交流の価値と、多くのひとにそれを命じることは別である。円満に連絡を取ることができ、子どものために感情を殺して協力できるひとは、これまでもしてきているし、これからも面会交流をするだろう。しかし、それをできないひとたちにまで、画一的に強制することはできない。親子断絶防止法は修正案が出て、ＤＶや子どもの虐待には特別な配慮をするというが、それでも具体性、財政的裏付けは皆無である。その判断を行政窓口で行うことは、難しい。かといって家庭裁判所は、人員不足でパンクしており（「原則的実施論」の背景は、一説には人員不足だといわれている）、諸外国であるような、カウンセラーや臨床心理士、児童教育の専門家、児童精神科医、ソーシャルワーカーなどの連携の制度は皆無である。現在の制度設計で、特別な配慮といわれても、多くのひとが不安を抱くのは当然だ。しかし面会交流の実施を法律で規定するという方向に舵を切るなら、巨大な財政をそこに投入し（おそらくうまく面会交流ができない「高葛藤事案」に、安全のために大量の資金と人的資源を使うことになるだろうが）、日本社会の家族をめぐる制度を根幹から変更する覚悟が必要となるだろう。
私はなぜ今回の事件が起ったのかを、知りたい。警察に相談するほどおびえる母親が、なぜ父親のもとへと子どもを会わせに行ったのか。父親に脅されたのか。なくても母親は、子どもを会わせるべきだと思ったのか。裁判所は介入していたのか。
このような悲惨な事件を、どうすれば防ぐことができたのか。きちんと報道して欲しい。この事件で、両親を亡くしてしまった子どものことを考えると、痛ましさで胸が詰まる。
＊「養育費をもらいたいなら、引き換えに面会交流をさせるべき」というのは、間違いである。現在でも面会交流の実施は約4割。養育費の支払い2割。裁判所でも、面会交流の要件は養育費とは無関係のため、裕福でも養育費は払わないと主張しながら、同時に面会交流を申し立てるというひとは、実際にいる。ぎゃくに「養育費をもらえなくなると困るから」と、問題がある事案にもかかわらず面会交流をしている子どももいる。
http://bylines.news.yahoo.co.jp/sendayuki/20170201-00067216/

・いじめ、中１で急増　「ギャップ」鮮明に（2月2日・カナロコ by 神奈川新聞）
　神奈川県の小田原市いじめ問題対策連絡会が１日、市役所で開かれ、いじめ認知件数の推移を調べたところ、どの世代も中学１年で急増している現状が報告された。「中１ギャップ」の実態が実証された形だ。

　連絡会事務局の市教育委員会教育指導課が、2010年度から１５年度の認知件数を基に分析。１０年度に小学生だった子どもたちそれぞれの、その後６年間における各学年（高校は除く）での件数の推移を初めてまとめた。

　その結果、１５年度に６年になった世代を除く五つの世代で、中学１年でいじめが急増した。小学６年と中学１年の比較では、ある世代では８件が３５件、別の世代も６件が２６件になり、ともに４倍強に増加。他の世代でも５件が２０件、１３件が２１件、１３件が１８件と軒並み増えた。中２、中３と学年が進むにつれ件数は減った。

　要因の一つとして、同課は「新しい学校での新たな人間関係」を挙げ、「複数の小学校から集まる中学校では、１年生の夏休み前までに新たな友人が増える一方、それぞれの個性がまだあまり理解されない早い段階で、人間関係のトラブルが起こることが少なくない」などと説明した。
http://www.kanaloco.jp/article/228616
・桑田真澄氏、高校野球の体罰問題に提言「昔は『愛のムチ』、現在は『犯罪』」（2月6日）
　先月下旬、高知県高野連が監督会総会を開き、指導者による「体罰根絶宣言」を採択した。全国の高野連で初の試み。部長やコーチを含む計５６人の出席者から反対意見は出なかった。今なお、体罰問題は高校野球の現場に深く残る。ＰＬ学園時代に甲子園通算２０勝を挙げたスポーツ報知評論家・桑田真澄氏（４８）は「指導者の暴力」について持論をつづった。

　まずは「体罰根絶宣言」を採択した高知県高野連に、エールを送りたい。誰かがやらなければ、何も変わらない。新たな一歩を踏み出したことを応援したい。従来の野球界の見方では驚きもあるかもしれないが、社会全体の変化を踏まえると当然の流れだと思う。今回の宣言をきっかけにして、全国各地の高野連にも積極的に、体罰の撲滅へ取り組んでいただきたい。

　私がなぜ体罰否定派かといえば、スポーツマンだからだ。スポーツは暴力と最も遠い存在でなくてはならない。本来なら指導者は、それを子どもたちに教えていく立場にある。昔は「愛のムチ」と呼ばれていたが、現在では「犯罪」とみなされる。スポーツマンシップは選手にだけ求められるものではない。スポーツに関わる人、全員に求められるものだ。

　野球で成功した人は、「体罰を受けたからこそ、成長できて、今の自分がある」と思う傾向が強い。体罰批判は、自分の野球人生を否定することになるからだ。「嫌だった」と言いながらも「必要だった」と答える人が多い。だが、僕の経験上、体罰は技術の向上に結びつかない。失敗を恐れ、選手の主体性を奪うだけだ。

　指示され、怒鳴られ、殴られた高校球児が将来、どんな人生を送るか。自主的に考え、行動する習慣を身につけるのは難しいだろう。それは野球人のセカンドキャリアの難しさにもつながっている。指導者の皆さんには、グラウンドの外でも自分で考え、行動できる選手を育ててほしい。そのためにも、言葉で伝える、真の指導力をつけてほしいと願う。
http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170205-00000301-sph-base
・嫌がらせつぶやきＮＯ、ツイッター社が対策発表（2月9日）
　米ツイッター社は７日（日本時間８日）、嫌がらせアカウントの作成抑止などの対策を発表、開始した。全世界で３億以上、日本でも４０００万以上のアカウントがあるサービスでは、利用者が増える一方、悪意のあるツイートも増加。嫌がらせを受けたとの報告も増えたことから、サービス改善に踏み出した。

　嫌がらせアカウントには、これまで管理者の目視や、ユーザーの報告により利用を止める「凍結」で対応してきた。今回の対策では、アカウントを凍結されたユーザーが、新規アカウントを作ることを防ぐ。仕組みについてはセキュリティー上、明かされていない。ツイッタージャパンの広報担当者は「利用者の数が増えたことで、それぞれの国でさまざまな問題が見えてきた」と、世界的な問題だという。ＳＮＳの情報発信に詳しいウェブメディア評論家の落合正和氏は「この対策は非常にいいこと。今は（嫌がらせ用の）アカウントがいくらでも作れてしまう」と評価した。

　対策は他に２つある。不快な内容を検索結果に表示させない「セーフサーチ」のほか、嫌がらせツイートを自動で識別、表示を抑える機能も順次導入する。日本では著名人に対し、脅迫ツイートが送られる事態が多発。子どもの間でも、いじめに利用されることもあり、対策が望まれていた。
http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170209-01776455-nksports-soci
・体罰の件数は減ったけれど…本当に大丈夫？（2月13日）
学校での体罰は、学校教育法で明確に禁止されています。しかし今も、体罰が根絶されたとは言えないのが現実です。文部科学省の調査では、公立学校で処分や訓告を受けた件数が減ったというのですが、本当に大丈夫なのでしょうか。
生徒自殺事件の直後に急増してから
最新の2015（平成27）年度調査結果を見ると、体罰により処分等を受けたのは721件で、前年度に比べ231件減となりました。この数字だけ見ると、結構なことじゃないか……と思えますが、これまでの経緯を振り返ってみると、少し心配もあります。

というのも、その10年前に当たる2005（平成17）年度は446件で、その後は400件を割るなど減少傾向にあったものが、11（同23）年度に再び404件となった後、12（同24）年度は一気に2，253件となっていたからです。

2012（平成24）年度といえば、12月に大阪市立高校の生徒が、運動部活動での顧問教諭による体罰を苦にして自殺した事件が起こった年度です。翌月に文科省は、各都道府県教育委員会等に改めて調査を行うよう通知しました。それが、ささいな体罰までも把握されるきっかけとなったのです。実際、2，253件のうち、戒告や減給などの懲戒処分を受けた者は176件にすぎず、2，077件と大部分は訓告等でした。

事件を受けて、2013（平成25）年度の体罰による処分等は3，953件（懲戒処分410件、訓告等3，543件）にまで増えました。これも、2012（平成24）年度調査で判明した事案の処分が行われたためだと、文科省は見ていました。実際、2014（平成26）年度は952件（各234件、718件）と、4分の1以下に急減。そのうえでの2015（平成27）年度結果です。721件の内訳は、懲戒処分等174件、訓告等547件でした。

721件という数字は、2011（平成23）年度までの400件台と比べても200～300件ほど上回っています。懲戒処分等の件数は2011（平成23）年度までと同水準ですから、増加分の多くは訓告等によるものです。ささいな体罰も見逃さなくなった結果だ……と思いたいところです。
気になる部活での「連鎖」
そうは言っても、体罰は本来、ゼロであるべきです。
学校教育法は、1947（昭和22）年の制定以来、「体罰を加えることはできない」（11条）と、明確に禁止しています。ただ、保護者の方々も学校時代を振り返って、体罰がまったくなかったという人は少ないのではないでしょうか。世間にも、児童生徒が悪いことをしたらゲンコツや平手打ちぐらいは構わない……という風潮があったことは確かです。

大阪市立高校の事件にも見られるとおり、運動部活動で体罰が横行していることも問題です。2015（平成27）年度の調査結果を見ても、体罰が発生した場面は「部活動」が156件で、「授業中」の256件に次ぐ多さとなっています。

体罰を起こした教員の年代も気になります。721件のうちの割合は、20代が11.9％、30代が27.7％、40代が23.0％、50代以上が37.3％となっています。これを教員全体の年齢構成（20代13.6％、30代21.5％、40代26.7％、50代38.2％＝2013＜平成25＞年度学校教員統計調査）と比べると、30・40代で多いことがわかります。児童生徒だった時代に体罰を受けた世代が、なかなか「体罰の連鎖」から抜けられないとしたら、まだまだ意識を改めてもらう余地がありそうです。

※公立学校教職員の人事行政の状況調査について（文部科学省ホームページ）
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/jinji/1318889.htm
http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170213-00010000-benesseks-life
・レイプ犯は被害者の沈黙をあてにする　 　ノンフィクション『ミズーラ』の告発（2月11日）
小川たまか  | ライター／プレスラボ取締役
昨年、日本では名門大学の学生による集団強姦や疑惑が相次いだ。なくならない性暴力と性暴力被害者を取り巻く偏見について、私たちはどう立ち向かうべきなのか。
『ミズーラ　名門大学を揺るがしたレイプ事件と司法制度』（亜紀書房）は、昨年9月に日本語訳版が発売されたアメリカのノンフィクションだ。著者のジョン・クラカワー氏は、『空へ』『荒野へ』などの著書を持つベテランの書き手。『ミズーラ』では、2010年から2012年にかけてモンタナ州ミズーラにある州立モンタナ大学の名門アメフトチーム選手が起こした複数のレイプ事件（集団レイプを含む）を取材した。
本書では、レイプ事件の詳細を被害者らが実名で語る（被害に遭った6人のうち5人が実名で取材に応えている）。裁判記録などから加害者の言い分も明らかになるが、そこでわかるのは、加害者と被害者の間に大きな認識の差があることだ。加害者の多くは、自分の行為をレイプではなく通常の性行為と思い込んでいる。
また、加害者が地元で人気のある大学のアメフトチームに所属していたことから、被害者たちへの痛烈なバッシングが行われたことも本書内では詳細に記されている。ネット上では「あの女は注目を浴びたがってるとしか思えない」「（レイプの訴えは選手に対する）ただの魔女狩り」「有名選手なのだからファックするのにレイプする必要がない」といったコメントが書き込まれ、アメフトチームは、レイプを告発した女性たちが悪で、自分たちがチームの伝統を破壊された被害者であるかのような声明文を出しさえした。
裁判では、被害者の性格や、どのような過去があるか（たとえばいじめを受けていた経験があることなど）も加害者側の弁護士から問題にされ、一方で加害者が普段どれほど優れた人物だったかが強調された。
たとえば強盗や殺人の場合、ここまで被害者が疑われたり責められたりすることはないだろう。性犯罪はこの点で他の犯罪と大きく異なることに読者は気付かされる。
著者のクラカワー氏がこの問題を取材しようと思ったきっかけは、我が子のように考えていた女性がレイプ被害にあっていた事実を知ったことだったという。「レイプの残酷さやレイプ問題の広がりについて何も知らなかった自分を恥じた」というクラカワー氏に、メールでの取材を申し込んだ。
■性暴力の申し立てによる学内裁判
――加害者の学生に対しての処分について、大学内で裁判が行われていることに驚きました（※）。日本の大学ではそういったことはありません。アメリカのキャンパスで裁判が行われるのは一般的なことなのでしょうか。また、それは司法から完全に独立したものなのでしょうか。（※）学生が陪審員を務め、加害者と被害者両方が証人を立てて主張を行う。
「アメリカには「タイトル・ナイン」という法律があって、性暴力の申し立てがあった場合、大学は必ず調査しなくてはなりません。申し立てが真実であると認定された場合、大学は加害者から大学に所属する人間を守るために何らかの措置を取ることを求められます。たいていこの措置は加害者を大学から除籍ないしは停学処分にするというものになります。
ただ、付け足しておかないといけないのは、大学は刑事司法制度のような権限があるわけではないということです。大学はレイプ犯を投獄する権限もなければ、性犯罪者として登録することもできません。大学が科すことのできる最大の処罰は退学処分です」
――日本のキャンパスでも複数のレイプ事件が起こっています。2000年代にある国立大学で起こった集団準強姦事件では、大学側が加害者を無期停学処分にしました。この事件は後日、示談・不起訴となったことから加害者が大学の処分を不服として民事で訴え、1審では大学側が敗訴しました（2審で勝訴）。この1審での敗訴があることで、日本の大学はレイプ事件の加害者に対する処分について早い段階での判断を行わないのではないか、と言う識者もいます。
「この問題はアメリカの大学でも同じです。退学になったレイプ犯は時に民事で訴えを起こすことがあります。こうした際、しばしば大学は巨額の和解金をレイプ犯に支払って（たとえ犯人が有罪でも）示談に持ち込み、公判になった場合に生じる悪評を避けようとします。こういった前例のために、キャンパスレイプ犯への処罰を大きく躊躇う大学もあります」
■起訴されることの少ない犯罪
――『ミズーラ』では、主にネット上で、被害者に対する中傷が多数行われたことが書いてあります。こういった中傷はセカンドレイプ（性的二次被害）にあたるものですが、このような書き込みについて、アメリカでは書き込んだ人が特定され、処分を受けた例がありますか？　日本では、キャンパス内で行われたレイプ事件で、被害者を中傷する書き込みをSNSで行った同じ大学の学生が処分を受けた例があります。
「レイプの被害者がインターネットで中傷されたとき、もう一度レイプされたように感じるということは同感です。でも、こうした被害者を誹謗中傷する卑劣な行為の当時者が処罰されたり、何らかの責任を負わされるケースは、アメリカでは非常に稀です。
これは、アメリカで行われたレイプのうち起訴されるのは６％以下に過ぎず、さらにそのうちレイプ犯が有罪となるのは半分以下だということを考え合わせれば、驚くにはあたりません。女性が性暴力の被害にあった時の優に90％を超える事例で、加害者は何の処罰も受けずに済んでいるのです（※）」
（※）日本の場合、強姦の起訴率は37.2％（H26年／検察統計年報）。また、内閣府の「男女間における暴力に関する調査」（H26年度）では、無理やり異性から性交された女性のうち、警察へ相談や通報を行った人は4.3％。
■被害者にとってこれほどトラウマを生む犯罪はない
――『ミズーラ』では、性犯罪被害者に対して理解のある男女と、理解のないように見える男女が登場します。前者と後者は、何が違うと思われますか？ 後者が、性犯罪被害者を理解するために必要なものは何でしょうか。
「なぜ、レイプ被害者に同情する人もいれば、被害者を非難し残酷に扱い軽蔑する人もいるのかはわかりません。おそらく、多くの男性が女性のセクシャリティに深い恐れを抱いていることと関係しているのではないかと思います。実際、あまりにも多くの男性が女性全般に脅かされていると感じているのです。
性暴力は疑いなく凶悪犯罪ですが、しかし性暴力をそのようなものとして扱っていない判事、陪審員、検察官、警官、看守、役人、大学当局、そして一般市民があまりにも多く存在します。実際、先の大統領選の結果が何らかの指標だとするならば、6300万人のアメリカの有権者が、性暴力を行っても自分はなんのお咎めも受けないと公然と吹聴してみせたドナルド・トランプを大統領に選ぶことをなんとも思わなかったのです。
性暴力の実際は、被害を受けたことのない人が想像するようなものとはまるで異なります。（アメリカでは）80%以上のレイプ被害者は見知らぬ他人ではなく、信頼する知人から被害を受けています（※）。被害者にとってこれほどトラウマを生む犯罪はまずありません。
心理学者は、レイプがアメリカ人の発症するPTSDの最大の原因のひとつだと報告しています。性暴力のサバイバーは、フラッシュバック、不眠、悪夢、過覚醒、抑うつ、孤独感、自殺願望、突然の激しい怒り、激しい不安感など、戦争のサバイバーと同じ症状や行動を示します。世界がコントロール不能になっていくという感情を抑えることができなくなるのです」
（※）「男女間における暴力に関する調査」（H26年度／内閣府）によれば、日本では、女性の約15人に1人は異性から無理やり性交された経験があると答え、そのうち加害者が「まったく知らない人」と回答したのは11.1％。74.4％が、面識のある相手が加害者だったと回答。
■犯人は平均６人の女性をレイプしている
――著名なジャーナリストであり、63歳の男性であるクラカワーさんがこの本を書かれたことには意味があると思います。女性側から何を言っても、何を書いても聞く耳を持たない層（ときとして、大きな影響力を持っている層）に響くことがあるのではないかと思うからです。そう感じる反響はなかったでしょうか？
「この本を読んで、大部分の男性が性暴力に対する考えを変えてくれることを願っていますが、残念ながらそうはなっていません。性暴力に関する誤った考え－レイプ神話－（※）はわれわれの文化に非常に深く根をはっており、これを改めるのは極めて困難です。
それでも、私の本を読んでレイプに対する理解がすっかり変わり、初めて被害者の視点でレイプを見ることができるようになったと言ってくれる男性もいることはいます。ただ、大半の男性は、『ミズーラ』を書いた私を男に対する裏切り者だとみなしています」
（※）「強姦は、女性側の挑発的な服装や行動が誘因となる」など、真偽に関わりなく広く一般に信じられているレイプにまつわる話。参考：「強姦（レイプ）神話とは」（神奈川県）
――第10章では、「レイプ加害者の6～7割が繰り返し罪を犯し、さらに彼らのうち全員が自分をレイピストだとは考えていない」というデイヴィット・リザック博士の研究結果が紹介されています。この調査を知ったときに、考えたことを教えてください。
「リザック博士の研究結果はショッキングでした。あらゆるコミュニティでレイプ犯は複数回のレイプを行っていること、女性を食いものにするこうした犯人は平均６人の女性をレイプしているということを発見しました。罰を受けることなく多くの女性をレイプすればするほど、犯人は罰を逃れる術に長けていくのです」
■レイプ犯は被害者の沈黙をあてにする
――日本では昨年、名門大学で起こったいくつかの集団レイプ事件が報じられました。エリートが起こしたこのようなニュースに怒る人は多いけれど、性暴力の問題の背景にあるものや、社会に潜む性暴力事件の暗数に気付いている人は少ないかもしれません。
「あなたの国でも私の国でも広く文化的に受け入れられていることを変化させる唯一の方法は、教育だと思います。変化はすぐには起こりませんが、それでも起こりつつあります。少なくともアメリカでは、レイプ被害者が変化の導き手になっています。
『ミズーラ』で書いたように、レイプ犯は、責任を逃れるために被害者の沈黙をあてにします。性暴力のサバイバーが沈黙を破って公に話をする勇気を得られたとき、加害者に強烈な一撃を加えることができます。前に出る多くの被害者は信用されず、法廷にも大学にも、ほかのどこにも正義を見出せない、これはどうしようもなくそうでしょう。
しかし、声を上げることで、ほかの被害者にも語る勇気を与えることになり、またその過程の一環として自分自身の回復が進んでいくことになるかもしれません。サバイバーが光の当たらないところから外へ出て、性暴力がどれほどはびこっているかを明らかにすればするほど、集団になって強さを結集することができます。
こうして一団となって毅然と立ち向かうことは、すべての被害者の心を動かし、孤立のなかでしばしば抱かれる不当な恥の感覚を消し去ってくれます。自分独りでは恐ろしくて声を上げられない被害者たちの心をも動かすのです」
（訳：内藤寛）
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http://bylines.news.yahoo.co.jp/ogawatamaka/20170211-00067562/
・〈識者談話〉少女買春「年齢不知」の逃げ道防止を　矢野恵美氏（琉球大法科大学院教授）（琉球新報・2月15日）
　数年前、県教育庁幹部が１８歳未満の少女に対価を払って性行為をし、児童買春容疑で逮捕された。その事件で幹部は「年齢は分からなかった」と供述した。今回の教員は「（少女の）年齢については覚えていない」と話している。

　１４歳の少女と１８歳以上の女性を区別できないはずがないと感じるが、故意がなければ刑事罰は課せられない。児童買春・児童ポルノ防止法（児ポ法）の適用は、行為者が相手を１８歳未満だと認知していたことを立証する必要がある。

　前回の教育庁幹部の際は「年齢は分からなかった」という供述を覆す立証ができず、県の青少年保護育成条例いわゆる「青条例」で処罰した。年齢を知らないことに過失があれば処罰できるからだ。

　児ポ法は同条例との関係について附則があり「児童買春なら、相手の年齢を知らない場合にも青条例は適用されない」とする判例が２０１２年に東京高裁から出た。年齢を知らなければ児童買春をしても無罪となる懸念があり、児ポ法に過失規定を作るか、青条例を適用できると法改正しなければ「年齢を知らなかった」という主張が逃げ道となる可能性がある。

　一方で１８歳以上なら買春していいのかという問題がある。それを認めるなら年齢不知を主張する人を非難できず、事件は繰り返されるだろう。買春の是非についても議論すべきだ。（刑事法・被害者学）
http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170215-00000014-ryu-oki
・いじめ相談「こころの先生」に　滋賀、保健室２人態勢拡大（京都新聞・2月20日）
　大津市は２０１７年度、子どもたちがいじめなどの相談を気軽にできるよう、小中学校の保健室で養護教諭らの２人配置校を大幅に増やす。子どもたちに身近な保健室の教諭らを「こころとからだの先生」と位置付け、さまざまな相談を受けられる環境を充実させる。養護教諭らを「こころの先生」として認定する研修制度も設ける。
　養護教諭については、市のいじめ事件第三者調査委員会が「『学習の評価をしない』『ありのままを受け入れてくれる先生』と生徒からの信頼は高く、身近で相談しやすい」と評価し、市としても重視している。
　保健室に常駐する養護教諭は、大規模校などでは県が２人目を嘱託職員として配置している。２０１３年度以降、市は県が配置しない学校にも、２人目の保健室の先生として養護教諭免許を持つ臨時職員を８校（小学校３校、中学５校）に独自配置してきた。
　一方、市は独自の相談窓口を設けたり、スクールカウンセラーを派遣したりと相談態勢を強化しているが、昨年、市内小中学生約５千人に実施した調査では「いじめを受けた」と答えた子どもの３割が誰にも相談していないことが判明。子どもが相談したくても、養護教諭１人の学校では保健室が不在となることも多いことから、２人目の配置を大幅に増やすことにした。
　１７年度は、養護教諭免許を持つ人を、臨時職員より待遇のよい嘱託職員として２１人採用し、看護師免許所持者も臨時職員として１０人採用する。県配置も含め、市内の小学校３７校中２６校で、中学校１８校中１７校で２人態勢となる見通し。
　また、養護教諭らの「心の相談を受ける力」を高めるため、相談ノウハウなどを学ぶ連続講座を新たに開く。受講した教諭らには「こころの先生認定証」を交付し、身近な相談窓口として子どもたちに知ってもらうよう取り組む。関連経費として新年度一般会計予算案に、計７１００万円を措置した。
　市教育委員会学校教育課は「将来的には全校で２人態勢を目指し、気軽に相談できる環境を整えたい」としている。
http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170220-00000011-kyt-l25
・＜震災6年＞震災孤児の里親　進む高齢化（河北新報・2月21日）
　東日本大震災で親を亡くした子どもたちを養育する里親の高齢化に懸念が広がっている。両親や一人親を亡くした震災孤児が被災3県で最多の宮城県では、里親の6割が60代以上。里親となった祖父母らからは将来の養育継続に不安を訴える声が関係機関に寄せられている。震災発生から6年となるのを前に、宮城県は1月、仙台市内に里親支援センターを開設。専門スタッフが相談に応じる態勢を整え、対応に乗り出した。

　宮城県などによると、県内の震災孤児は139人。既に成人して自立した子らを除くと、大半が親族の里親の元で生活している。
　県内で子どもを養育する里親は1月末現在、116世帯。うち震災孤児を育てる里親は約3割に当たる32世帯51人いる。年代別の内訳は円グラフの通り。最高齢は79歳の男性だ。
　各児童相談所には、高齢の里親から、思春期を迎えた子との関わり方に関する悩みや、今後も子どもを育てていけるかどうか不安がる声が寄せられている。
　関係者によると、70代の祖父母が小学生を養育しているケースがあるほか、里親自身が健康問題や、収入は年金だけという経済苦を抱える場合もある。高齢を理由に別の里親の元に移った子どももいるという。
　県は、里親支援を強化するため、仙台市青葉区東照宮1丁目に「みやぎ里親支援センターけやき」を開設。県里親会「なごみの会」と、社会福祉法人仙台キリスト教育児院に事業を委託し、1月中旬に業務を始めた。スタッフは非常勤を含めて4人。電話や面接などで相談に応じ、助言する。
　里親登録者の新規開拓も課題になる。県は研修や審査などの手続きがある里親制度の説明会を県内各地で開き、周知を図る考えだ。
　県内では、震災以外に虐待などで社会的養護が必要な子どもの数も増加傾向にある。県子育て支援課は「センターの活動で里親登録を推進し、子どもたちの安定した養育環境を確保したい」と説明する。
　センター長を務める県里親会のト蔵（ぼくら）康行会長（61）は「里親への支援は子どもへの支援でもある。現在の里親や、これから里親になろうとする人の相談に応じ、安心感を持ってもらえるようサポートする必要がある」と強調する。
　センターの業務時間は、土曜を除く毎日午前10時～午後6時。連絡先は022（718）1031。
http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170221-00000006-khks-soci
・助言必要１９％　避難区域住民こころの健康度（福島民報・2月21日）
　福島県民健康調査の詳細調査のうち、平成２７年度のこころの健康度・生活習慣に関する調査で、回答した避難区域の住民５万４５６人のうち、１９・０％に当たる９６０５人が臨床心理士らでつくる「こころの健康支援チーム」による電話や文書での助言支援対象となった。　
　県が県民健康調査検討委で示した。避難者らの食習慣や運動習慣、ストレスなどを聞き取りした。　
　このうち電話での支援が必要と判断された人の不安などを調べた結果、大人は健康や睡眠についての悩みが多く、子どもは学校関連や健康についての不安などが多数を占めた。　
http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170221-00000246-fminpo-l07
・なぜ心の傷に応急手当てが必要か　ガイ・ウィンチ氏（2月25日）
　あらゆる分野で先陣を切る登壇者が、そのアイデアを世界に広める「TEDトーク（TED Talks）」において、「感情にも応急手当てが必要」と題したプレゼンテーションが430万回以上再生されているのが、心理学者ガイ・ウィンチさん。ガイさんの著書「NYの人気セラピストが教える 自分で心を手当てする方法（原題：EMOTIONAL FIRST AID）」は世界20カ国で翻訳されるなど反響を呼んでいる。来日したガイさんに、私たちが忘れがちな“心の傷”の手当ての大切さ、悩み多き現代人が自らを癒やすヒントについて聞いた。
■心の傷を放っておくと、体にも深いダメージを及ぼす
　ガイ・ウィンチさんは、現在、ニューヨーク・マンハッタンで開業し、20年以上にわたって心理療法を実践する心理学者だ。2016年12月には、TEDトークを紹介するNHKの番組「スーパープレゼンテーション」に出演、優しく、ときには熱い口調で「こんな世界を想像できますか？　あらゆる人が心理的にもっと健康になったら？　孤独や落ち込みをそれほど感じないでいられたら？　失敗の克服法を知ったら？……」と、心の手当てについて語る講演が多くの人の胸を打った。

　彼は著書「NYの人気セラピストが教える 自分で心を手当てする方法」の中で、「私たちは、体の不調はうまく手当てができるのに、どうして心の不調になるとお手上げになってしまうのか」と問いかける。そしてその答えは「私たちは心の手当てを学んでこなかったからだ」という。

　確かに、風邪を引いたら、10歳の子どもでも、温かくしてたっぷり眠ることが大切だ、と知っているだろう。転んで擦り傷を作ったら、すぐに傷口を洗ってばんそうこうを貼る――このような手当てを、誰もが当たり前のように実践することができる。

　一方、心の手当てのほうは――？
もちろん、身近な人を亡くす、解雇される、といった大きなダメージの場合は、誰もが「なんらかの心のケアが必要」と感じるはずだ。
　しかし、私たちは普段の生活で、もっと小さな、「失敗」「孤独感」「罪悪感」といった、いわば擦り傷や切り傷を繰り返している。そして、そのような「心の傷」を見ようとせずに放置することによって、あたかも傷が化膿（かのう）するように、心の傷がじわじわと私たちの精神状態をむしばむことがある、とガイさんは考えている。

　これまで多くの人や夫婦、家族をカウンセリングしてきた経験をもとに、著書では、合計７つの「心の傷」を取り上げ、それぞれの傷の症状、特徴、そしてすぐに実践できる気持ちの切り替え方などの「手当ての方法」を解説している。

　そこには様々な背景を持つ実際のクライアントのエピソードが盛り込まれ、さらに、学術誌に掲載された心理学の研究成果も補足されていて、心理学の「今」を知ることもできる絶好の書となっている。
〈ガイさんが著書で取り上げている７つの心の傷〉
１「自分を受け入れてもらえなかったとき」――失恋、いじめ、拒絶体験
２「誰ともつながっていないと感じるとき」――孤独
３「大切なものを失ったとき」――喪失、トラウマ
４「自分が許せなくなったとき」――罪悪感
５「悩みが頭から離れないとき」――とらわれ、抑うつ的反芻
６「何もうまくいかないとき」――失敗、挫折
７「自分が嫌いになったとき」――自信のなさ、自己肯定感の低下
　これら７つの心の傷は、私たちが子どものころから思春期を経て、大人になった今でも、たびたび遭遇する感情といえる。
　心の傷で重要なのは、「目に見える症状だけで終わらず、自分では気付かない側面を持っていたり、“合併症”を引き起こす場合もある、ということ」とガイさんは言う。
　合併症とは、例えば孤独な気持ちをこじらせると体に深刻なダメージを及ぼして寿命が短くなったり、自滅的な行動をとりやすくなり、自分をさらなる孤独に追い込む、という悪循環などのこと。最近の研究でも、「孤独のリスクは喫煙のリスクに匹敵する」［注１］、「孤独な人はそうでない人よりもインフルエンザ予防接種の効果が低い」［注２］など、心と体の関わりが続々と明らかになっている。
　日々感じるちょっとしたモヤモヤやイライラの対処法を知って、早め早めに手当てするのとしないのとでは、自分自身の心の状態はもちろん、人間関係、ひいては人生そのものにも響いていきそうだ。
［注１］PLoS Med. 2010;7:e1000316［注２］Health Psychol. 2005;24:297-306.
■心の傷をぞんざいに扱ってはいないか
　「単なる落ち込みだ」「挫折感なんて仕事にはつきものだ」……。そう軽く見ずに、しっかりと「心の手当て」をすることはどのように重要なのか。
　来日したガイさんへのインタビューの第１回目では、「私たちにとって心の手当てがなぜ大切なのか」について説明してもらおう。

――ガイさんが著書で取り上げている「７つの心の傷」は、確かに誰もが思い当たるものだと思いました。ただ、その傷をちゃんと認めたり、自分で手当てすることができているかというと、決してそうではないのですね。
　「そうなのです。多くの人が、心の傷に気付いても、なにも対処ができていないことが多いのです」

――心の傷は苦しいものです。なのに、どうして、対処ができないのでしょうか。
　「単純に、私たちが『心の手当ての方法を学んでこなかったから』です。例えば、風邪を放置したら悪化して肺炎になること、擦り傷を放置すれば細菌が入って化膿すること、骨折を放置すれば骨がおかしな方向にくっついてうまく歩けなくなるかもしれないということは誰もが知っているでしょう。こういうときはどうすればいいのか、親からも教わり、繰り返し実践してきたから、自然とケアができるようになっているのです。
　ところが、心の傷の痛みを緩和し、悪化を防ぐ方法を私たちは学んではいません。自己流の、間違ったやり方で対処する人も多い。また、心の傷の症状についてもあまり意識をしていないのではないでしょうか。
　風邪を引いたら、せきが出たり熱が出たりする、気分が悪くなるなどの症状があります。同じように、心が傷つくと、『不安になる』『自分を責める』『人を避けるようになる』『自分らしくなくなる』といった症状が表れます。このような症状が出たら、『自分の心は傷ついているんだな』と自覚してほしいのです」

――現代人は、心の傷に対処できていないケースが多いのですか？
　「そう思います。大半の人は、感情に気付いても何もしていません。『気分が悪いな』と、その状態を『事実』として受け入れるだけ。『仕方がない』と思って対処ができていないのが現実です。
　私たちの心は、体よりも頻繁に、毎日のようにちょっとした傷を繰り返し負っています。失敗したり、拒絶されたり、孤独を感じたり。もちろん、風邪を引いたときに一晩眠れば治る場合があるように、なにもしなくてもよくなる傷もあります。しかし、それは人と状況によります。
　忙しさ、プレッシャー、睡眠不足、疲れといった環境の中にいると、やはり傷が悪化してしまうことが多いでしょう。すると、『何もやりたくない』『自分の何もかもに自信が持てない』といった症状悪化へとつながります。

　著書の中で紹介したさまざまな『心の手当て＝エクササイズ』は、心理学において科学的な証明をされたものがほとんどです。しかし、このような研究成果は、実生活には浸透していないのが現実です。『そんなことに落ちこんでるの？　気にしすぎだ。気の持ちようだよ』と、脚を骨折した人に言うでしょうか。『歩いてみろよ、脚の持ちようさ』というように（笑）」

――なるほど、いかに心の傷をぞんざいに扱ってしまっているか、反省させられます。その一方で、心の手当てなら、精神科や心療内科、カウンセラーの助けを借りればいい、という考えもあります。
　「そうですね。ただ、それは常にベストとは言い切れません。症状に比べて、コストがかかりすぎるからです。軽いせきや鼻水で内科に行く必要がないのと同じで、ちょっと落ちこむたびに専門家の力を借りる必要はないのです。みなさんの家にも、急なケガや病気に備えて応急処置をするばんそうこうや頭痛薬を入れた『救急箱』があるはずです。
　本で紹介したような、ありふれた『７つの心の傷』は、誰もが日常で遭遇しうる傷です。早めの応急処置は、痛みを和らげ、悪化を防ぎ、傷が深刻になるのを防いでくれる。このことを多くの人に知っていただきたいと思うのです」

　次回は、心の傷のなかでもやっかいな、嫌なことほど頭の中で何度も繰り返し再現してしまう「思考のループ」について、さらに詳しくガイさんに聞いていく（2017年2月28日公開予定）。

ガイ・ウィンチ（Guy Winch, Ph,D.）さん　心理学者。ニューヨーク大学で臨床心理学の博士号を取得後、セラピストとしてニューヨーク大学メディカルセンターに勤務。その後、マンハッタンで開業し、20年以上にわたって心理療法を実践している。講演家としても定評があり、TEDトーク「感情にも応急手当が必要な理由」は430万回以上（2017年2月時点）視聴され、「2015年で最も人気のトーク」にランクインした。「ハフィントン・ポスト」や心理学誌「サイコロジー・トゥデイ」にブログを寄稿。他の著書に「The Squeaky Wheel」（未邦訳）がある。
（ライター　柳本 操）
http://zasshi.news.yahoo.co.jp/article?a=20170225-00000012-nikkeisty-hlth
・届かぬ障害者のSOS　施設での虐待 後絶たず（長崎新聞・2月26日）
　長崎県諫早市にある障害者就労支援施設の元利用者で精神障害がある女性2人が、施設を運営するNPO法人の男性理事からセクハラやパワハラを受けたと主張していた訴訟で、長崎地裁は21日、セクハラ行為などを認め、理事や法人に損害賠償を命じた。施設という「密室」で繰り返される性的な虐待。専門家は「表面化するのは氷山の一角」と指摘する。

　原告は24歳と42歳の女性2人。どちらも精神障害があり、数年前まで諫早市のNPO法人「マンボウの会」が運営する施設でパンの販売などをしていた。そこで2人は、指導員の男性理事（73）らからセクハラやパワハラの被害を受けたとして、2013年12月に提訴していた。

　判決によると、24歳の女性は11年、自宅にやって来た理事からキスをされたり下着の中に手を入れられたりした。当時まだ18歳だった。42歳の女性は13年、施設でキスをされたり体を触られたりした。体重についてからかわれ、「おまえたちは俺たちの税金で生活しよるとぞ」と暴言を浴びせられたりもしたという。

　42歳女性は被害を受けた後、男性職員（51）に相談した。男性は法人の理事長に「（理事を）辞めさせるべき」と進言したが聞き入れられず、その後解雇された。男性も解雇無効を求める訴訟を起こしたが、地裁は「告発」が解雇理由とは認めなかった。

　男性は「施設での虐待に職員が気付いても、辞めさせられるのが怖くて言えない雰囲気がある。障害がある人が（被害を）言ってもなかなか信じてもらえない」と虐待が表面化しにくい実情を語る。

　24歳女性は警察にも相談したが「証拠がないので訴えたら不利」と言われ、事件化を諦めた。女性は取材に「病気があっても信じてほしかった。今回裁判所が訴えを認めてくれてうれしい。もうこれ以上、自分のような被害者が出てほしくない」と話した。

　判決後、男性理事に取材を申し込んだが「弁護士に聞いてください」。被告側は判決を不服として25日までに控訴した。
http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170226-00010000-nagasaki-l42
・「これまでの研修では限界」体罰根絶へ長崎県が異例措置（西日本新聞・2月27日）
　異例措置で体罰根絶を－。県教育委員会は新年度から、複数回の体罰が発覚した小中学校の教員に対し、県教委自らが「直接研修」を行う仕組みを導入する。市町村教委が担う従来の指導から一歩踏み出す九州初の取り組み。現場の教員が萎縮する懸念もあるが、深刻な体罰がなくならない実態が背景にある。

　「カッとなって冷静さを失った」。昨年9月、授業中に小学3年の男児の頭を蹴るなどした西海市の男性教諭は学校側の調査にこう応じた。この教諭の体罰は2013年、15年に続き3度目。県教委はそのたび市教委に改善を促し、市教委も学校長を通じて指導していた。

　教育行政では県と市町村の権限が明確に分かれる。教員の採用や配属、問題を起こした場合の処分を決めるのは県教委だが、教員に対する実際の管理や指導は市町村教委が担うのが一般的。問題を起こした教員に県教委が接触することはほとんどない。地域の主体性を尊重した教育を進める原則があるためだ。

　だが今回発覚した体罰は、そうした原則論を覆させる衝撃があった。体罰を繰り返す常習性。頭を蹴るという重大性。さらに、教諭本人に「体罰をした」との認識が乏しかった。県教委幹部は「これまでの研修では限界があったということだ」とうめく。
“長崎方式”に、九州各県は否定的な見方
　文部科学省は13年3月、学校教育法が禁じる「体罰」の定義を全国に通知。殴る、蹴る、長時間同じ姿勢を保たせる－など具体例を示し、体罰は「（児童生徒間にも）いじめや暴力の連鎖を生む」と悪影響を説いた。

　これを受け体罰根絶の取り組みが全国で進み、県も体罰に頼らない指導法などをまとめたガイドラインを作成、現場での活用を求めた。だが実態調査を始めた13年度以降、小中高校での体罰は90件（13年度）▽52件（14年度）▽58件（15年度）－と増減を繰り返し、15年度の58件のうち5件は「常習者」によるものだ。

　県教委自らが研修に乗り出す異例の“長崎方式”に、九州各県は否定的な見方を示す。佐賀県教委は「県が乗り出すのは重大なことで、できれば避けたい」とし、宮崎県教委は「法律上、指導権限がなく（当県で）取り組むのは難しい」。大分、福岡両県教委も「現場の管理は市町村に任せるべき」との立場だ。

　長崎県教委は、怒りを制御する手法などを研修に取り入れる方向で検討しており、教員の改善度合いを県教委が確認する考え。初めて体罰をした教員は従来通り市町村教委の研修を受けさせ、複数回の体罰が発覚した教員に限り直接研修を適用する方針だ。成果が注目される。
http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170227-00010001-nishinpc-soci
・「強制性交等罪」に変更へ、男性も被害者に（TBS系／JNN・2月28日）
　「強姦罪」、明治以来続くこの名称を「強制性交等罪」に変更する法律の改正案が、今の国会に提出される見通しとなりました。改正案では被害者の対象が大きく変わることになります。

　都内で行われたイベント。主催したのは、性暴力の被害者やその支援者です。被害者として参加したのは女性だけではありません。

　「私はまだ子どもだったし、相手がそういうことをすると基本的に思っていないわけね」（性暴力被害を受けた男性）

　こう話すのは、１６歳の時に性暴力の被害に遭った男性。新宿の繁華街で声をかけてきた見ず知らずの中年男に酒を飲まされ、泥酔した後、男の家に連れ込まれました。そして、男性は男にレイプされたといいます。

　「ひげそりあとが、後ろからなんですが、そこが当たった感触とかね」
Ｑ．抵抗できた？
　「できないんですよ。『言う通りにすれば痛くないから』『むしろおもしろいことなんで』（と言われた）」（性暴力被害を受けた男性）

　「１３歳以上の女子を姦淫したものは、強姦の罪」

　明治時代に制定された強姦罪では、男性は被害者とみなされず、強制わいせつ罪として扱われてきました。

　「『僕も経験があったよ』と（友人に）言ったんです、１９８０年代。『またそんなこと言って』と笑われちゃったんです。“やっぱ違うのかな”“（レイプ被害は）女性の話かな”と言ってフタをするんです」（性暴力被害を受けた男性）

　変化の兆しが見えたのは去年９月でした。政府の法制審議会が、男性の被害も罪とすることなどを盛り込んだ刑法改正を法務大臣に答申し、政府は強姦罪を「強制性交等罪」に改めた改正案を今の国会に提出する見通しとなったのです。

　「全ての人が被害者になり得る、逆に全ての人が加害者にもなり得るということをはっきりさせたのは、歴史的意義がある」（性暴力被害を受けた男性）

　一方で、法改正にはまだ不備があると指摘する人もいます。１３歳のとき、父親から性暴力を受けていた山本潤さん。

　「“暴行脅迫要件”が残っている限り、性暴力によって被害者が性犯罪の被害者になれないという状況は続くと思う」（性暴力と刑法を考える当事者の会 山本潤さん）

　強姦罪として裁くには暴行や脅迫があったかが争点となりますが、これには、女性が抵抗したなど、加害者と合意していないということを立証しなければなりません。

　「私も父から性暴力を受けた被害者ですけども、何もできずに凍りついてしまった経験がある。そういう被害は、暴行・脅迫がないし、年齢も１３歳を超えているから、強姦罪ではないというふうに門前払いされるもの」（性暴力と刑法を考える当事者の会 山本潤さん）

　性犯罪に詳しい弁護士は・・・

　「裁判例では、叫んだり助けを呼ぶこともなかったとか、わずかな抵抗さえすれば拒むことができたというと、暴行・脅迫はなかったと」（“レイプクライシスセンター ＴＳＵＢＯＭＩ” 望月晶子弁護士）

　今回の改正案には、罰則の強化や被害者が告訴しなくても容疑者を起訴できるようにする規定も盛り込まれ、早ければ３月上旬にも閣議決定される見通しです。
http://headlines.yahoo.co.jp/videonews/jnn?a=20170228-00000056-jnn-soci
＊時事通信
・再犯防止、年内に推進計画＝政府対策会議が初会合(2月2日)
　政府は２日、犯罪者や非行少年の社会復帰を支援するため、関係省庁による「再犯防止対策推進会議」（議長・金田勝年法相）の初会合を首相官邸で開き、推進計画の年内策定を目指すことで一致した。保護司や出所者雇用の協力企業関係者らを交えた検討会を設置することも決めた。
　昨年１２月に議員立法で成立した再犯防止推進法を受けた措置。同法は、刑法犯検挙者の４割を再犯者が占める状況を受けて、国に再犯防止策強化や推進計画策定を義務付けている。検討会では、刑事手続きの各段階での指導・支援の在り方や地方公共団体との連携、保護司や雇用主など民間協力者の支援などがテーマとなる。
http://www.jiji.com/jc/article?k=2017020200694&g=soc
・日本人の人身取引、過去最多＝昨年25人被害―警察庁（2月16日）
　2016年に警察が摘発した売春強要など人身取引事件の被害者は46人で、このうち日本人が前年比12人増の25人に上ったことが16日、警察庁の集計で分かった。

　日本人被害者は統計の残る01年以降で最多だった。

　日本人被害者の84％が売春を強要され、10代が過半数の13人を占めた。家出中の15～22歳の女性6人がインターネット交流サイト（SNS）で知り合った男に契約書を書かされ、出会い系サイトで募った客の相手をさせられるなど、被害者の3分の1はSNSを介して容疑者と知り合い巻き込まれていた。

　被害者には16歳と17歳の少年2人もおり、それぞれ建設現場や工場での労働を強いられ、暴力団などに収入を搾取された。

　他の被害者はタイ8人、カンボジア7人、フィリピン5人、ベトナム1人。派遣型風俗店で働かされたタイ人女性4人は、現地のブローカーに「無料で日本を観光できる」とだまされたという。　
http://www.jiji.com/jc/article?k=2017021600422&g=soc
・いじめ認知２２万５１３２件に＝１５年度問題行動調査確定値－文科省（2月28日）
　文部科学省は２８日、２０１５年度の「問題行動調査」の確定値を公表した。小中高校などが認知したいじめは、昨年１０月の速報値では１９８５年度の調査開始以来最多の２２万４５４０件だったが、５９２件増えて２２万５１３２件となった。都道府県教育委員会による訂正報告などを反映した。
　小中高校の暴力行為は５万６８０６件（速報値５万６９６３件）、不登校は１７万５５５４件（同１７万５６００件）に訂正。学校が報告した自殺の件数は高校で１人増えて１５５人、小中高校の合計は２１５人となった。
http://www.jiji.com/jc/article?k=2017022800971&g=soc
＊神戸新聞
・児童養護施設、退所後の若者を実態調査へ　神戸市（2月2日）
　児童養護施設を退所した若者が社会に順応できず、就労難と貧困に陥っている実情を受け、神戸市は２０１７年度、市内１３施設の退所者に対する生活実態調査に乗り出すとともに、退所者が気軽に立ち寄れる相談窓口を設ける。また、退所者の社会生活を継続的に支援する組織の開設に向け、支援のあり方を検討する。（森本尚樹）
　児童養護施設は、親の病気や経済的理由、親からの虐待などで家庭生活を続けることが難しくなった児童らが暮らす。１月現在、神戸市内では１３施設に４７９人が入所している。入所者は原則１８歳で退所し、進学・就職する。
　だが、退所を機に施設との連絡が絶え、その後の暮らしぶりを把握できない若者は多い。ＮＰＯの全国調査では、就職して退所した若者の約半数が３年で離職していた。大学進学者も２１％が４年後に中退していた。
　施設を退所した若者は幼児期に虐待を受けた経験が対人関係に支障を来したり、何らかの障害のために社会に順応できなかったりすることも多い。大学進学率は１１％と低く、就職の上でも不利になりやすい。家族の支えがないケースが多く、貧困に陥ることが少なくないという。
　市は１７年度当初予算案に２００万円を計上。市内施設退所者のその後を調べた上で、生活実態や困っている点などの聞き取りを行う。相談窓口も設置し、さらにどのような支援が必要かを検討する。
https://www.kobe-np.co.jp/news/kurashi/201702/0009881603.shtml
